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第４回国土交通省独立行政法人評価委員会北海道開発土木研究所分科会 

 
平成１４年７月３０日(火)１３：００ ～１６ ：３０ 
中央合同庁舎３号館２階国土交通省特別会議室 

 

【本多企画課長】  それでは、定刻でございます。ただいまから第４回国土交通省独立行

政法人評価委員会北海道開発土木研究所分科会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には、ご多忙の中、お集まりいただきまして、まことにありがとうございま

す。事務局の国土交通省北海道局企画課長の本多でございます。本日はよろしくお願いいた

します。 

 本日の分科会は、平成１３年度独立行政法人北海道開発土木研究所財務諸表の意見聴取と

業務実績評価を行うために開催するものでございます。 

 本日ご出席いただきました委員のご紹介につきましては、まことに恐縮ですが、お手元に

配付させていただきました座席表をもってかえさせていただきたいと思います。 

 なお、９名中７名のご出席ということで、過半数を超えておりますので、本日の分科会は

成立していますことを申し添えます。 

 また、本日は、斉藤理事長をはじめとして、独立行政法人北海道開発土木研究所からも出

席しております。 

 それでは初めに、事務局を代表いたしまして、国土交通省北海道局長の村岡からごあいさ

つ申し上げます。 

【村岡局長】  北海道局長の村岡でございます。本日お集まりの委員の皆様には、大変お

暑い中、また、大変お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 昨年４月に、独立行政法人北海道開発土木研究所がスタートし、１年余りが過ぎました。

この間、北海道の発展あるいは振興、これを推進するための寒冷地土木技術など、さまざま

な研究を通して、真に効率的な、また高いサービスを供給できる技術を国民の皆様に提供す

るための努力をしてまいってきたと思います。 

 本日は、財務諸表についてのご意見をいただくとともに、業務実績の評価を行うこととい

たしております。独立行政法人に移行しました北海道開発土木研究所の１年間の取り組みに

対する一つの総決算、あるいは今後の試金石になるものと受け止め、我々も心を一つにして

頑張りたいと思っているところでございます。 

 厳正かつ活発な審議をお願いいたしますとともに、本日の結果を踏まえまして、開土研の
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ほうも一層創意工夫に努めていかれることを改めて期待いたしまして、事務局を代表として

のごあいさつにかえさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【本多企画課長】  引き続きまして、議事に入らせていただきます。 

 本日の議事の進行につきましては、分科会長にお願い申し上げます。 

 それでは、分科会長、よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  きょうもよろしくお願いいたします。お暑いところ、お運びいただきまし

てありがとうございました。 

 きょうは、議事次第にございますように、１つは財務諸表についてのご説明、それのご意

見、それから業務実績評価、これらにつきまして、前半、財務諸表はおよそ３０分程度、残

りの時間を業務実績評価、一応そのようなつもりでおりますが、どうぞまたご自由にご発言

をお願いいたします。 

 それでは、早速でございますが、内容に入らせていただきます。 

【関口企画調整官】  それでは、事務局よりご説明を申し上げますが、企画調整官の関口

でございます。 

 まず、審議の前に、資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 お手元に資料があると思いますので、ご確認ください。 

 まず、資料－１として①財務諸表、②決算報告書、③事業報告書、資料－２といたしまし

て平成１３年度業務実績報告書、資料－３としまして農林水産省独立行政法人評価委員会か

らの意見聴取について、それから、参考資料といたしまして、本日の会議開催の根拠となる

法令等を載せました国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価について、そして追加参考

資料として新聞記事等を用意しております。 

 なお、資料－３につきましては、農水省関係の業務実績に関して、評価に当たって農林水

産省独立行政法人評価委員会に意見を聞くことになっておりまして、意見聴取に対する農水

省の評価委員会からの回答となっております。 

 資料について過不足ございませんでしょうか。 

【分科会長】  よろしゅうございますか。 

【関口企画調整官】  では、初めに資料－１、財務諸表についてご報告したいと思います。 

 報告につきましては、北海道開発土木研究所のほうからいたしたいと思います。お願いい

たします。 

【今井総務部長】  北海道開発土木研究所総務部長の今井と申します。財務諸表関係につ
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きまして、私のほうからご説明させていただきたいと思います。 

 それでは、財務諸表について要点のみご説明させていただきたいと思いますが、先生方、

ご存じのとおり、独立行政法人に移行する際に、企業会計原則を導入して、いわゆる複式簿

記において財務会計を実施しなさいということが定められてございます。独立行政法人の場

合には、単純に民間ベースの企業会計にのらない部分がございますので、独立行政法人会計

基準というものが別に定められたところでございます。それに基づきまして、私ども、ご存

じのとおり単式簿記しかしたことのない役人ばかりだったものですから、監査法人の支援を

いただきまして、今回のような財務諸表を取りまとめたわけでございます。 

 資料－１の①、貸借対照表から要点のみご説明させていただきたいと思います。 

 まず貸借対照表、資産の部でございますが、流動資産。 

 預金・現金は預金残高でございます。３月３１日現在の預金残高でございます。 

 研究業務未収金、これは国からの受託業務が多うございますので、国の場合には、委託に

は９割までしか概算払いはできません。残り１割が、基本的に出納整理期間に入ってくると

いうことで、５億８,０００万円強が研究業務未収金になってございます。 

 前渡し金につきましては、独立行政法人になったことによって、年度に関係なく役務契約

等を発注することが可能になりましたことから、年度末に発注をして、その間に行う業務の

前払いを行っております。これが１０７万円ほどございます。 

 それから、未収金につきましては、国から現物出資されました建物等について、消費税法

上、理事長が購入したという形になりまして、それに基づく消費税を払ったという整理にな

りまして、トータル的に還付されることが明らかになりました。消費税の還付額１億１,５

００万円強が基本的にここに入ってございます。それと、組合事務室の光熱費で未収金がご

ざいましたので、それが未収金の欄に計上されております。 

 それから、その他流動資産につきましては、棚卸的資産でございまして、切手とかはがき

を購入したもので、年度末に現物が残っていたものの金額をここに計上してございます。 

 流動資産の合計が１１億７,７６８万８,７８９円ということになってございます。 

 次に固定資産ですが、有形固定資産につきましては、基本的に独立行政法人発足の際、国

から出資を受けた建物・土地、それから譲与を受けました物品等がすべてでございます。若

干、１３年度に購入している部分がございます。 

 減価償却の考え方ですけれども、定率法と定額法がございますが、当所の場合は定額法を

採用してございます。建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品で、減価償
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却累計額の総額が５億６,７８５万円という形になってございまして、減価償却前資産が、

土地も含め、建設仮勘定も含め、９９億２,９００万円強となってございまして、減価償却

分５億６,７００万円を差し引きますと、９３億６,１７６万７,９８７円というのが平成１

４年度末の固定資産の現在高という形になってございます。 

 ２の無形固定資産ですけれども、これはソフトウェアでございますが、無形固定資産につ

きましては減価償却後の数字を貸借対照表上に計上することになってございまして、現実に

譲与を受けたのは５,１００万円強ですが、それから１,５００万円強の減価償却費がござい

まして、３,６７２万３,３０３円という形になってございます。 

 当研究所の資産合計１０５億７,６１８万７９円という形になってございます。 

 次に負債の部でございますけれども。 

 運営費交付金債務でございますが、基本的に１４年度に使用する運営費交付金というふう

にお考えいただければいいと思います。３,４１２万５,１８０円。内訳としましては、人件

費の残が１,３９７万円ほど。それから、もう既に契約を済んでございますが、支払い未済

の年度またぎ契約、契約の到来期が来ていないものが２,０００万円弱ございます。それと、

先ほど言いました棚卸金額が入っておりまして、３,４１２万五千何がしという形になって

ございます。 

 それから、未払金９億１５０万円ほどございますが、これは、先ほど言いました受託収入

の未収額がございますものですから、役務等の業務を発注している業者に支払いされる、た

またま工期も年度末という部分がございまして、支払いすべき金額が９億の中に入っており

ます。それから、３月３１日現在で定年退職した職員が５名おります。その定年退職者の退

職手当金もこの未払金の中に入ってございます。 

 それから、預り金につきましては、職員からの所得税ですとか、住民税ですとか、給料か

ら源泉徴収したものの、まだ国税に払いっていないものとか、それから共済貸付金の返済金、

それを一時期独立行政法人のほうで預かって、それぞれのところにお支払いをするという形

になっております。それが１,４２０万円ほどございます。 

 それから、固定負債でございますけれども、固定資産見返運営費交付金、これは１３年度

に固定資産を５,４４３万円ほど購入してございます。その中から１３年度減価償却費１２

３万円強を引いたもの、５,０１９万９,０１０円を計上してございます。 

 それから固定資産見返物品受贈額、これは、発足時に国から５０万円未満物品等の受贈額

が２３億２,７１８万円ございます。それから、１３年度の減価償却費４億４,４００万円ほ
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どを差し引いた金額が１８億８,０００万円強という形になってございます。 

 それから、長期借入金でございますが、これは、資源循環施設の整備無利子借入金という

ことで、昨年度に２号補正でＮＴＴ株の売却益を利用した金を貸し付けるという政府の政策

がございまして、その中で１億１,６００万円、１３年度には借り入れをしている。認めら

れた金額は、合計で２億６,０００万円でございます。ですから、１４年度に１億４,４００

万円の借入金が生じてくるという形になってございます。 

 次の資本の部でございますが、政府出資金、これは土地・建物等でございまして、７５億

９,９９６万１,７１０円ということになっております。これは現物出資財産の時価評価額で

計上してございます。 

 それから、資本剰余金でございますけれども、損益外減価償却累計額、これは、独立行政

法人北海道開発土木研究所の財務及び会計に関する省令第２条に基づきまして、収益の獲得

が予定されない償却資産、建物とかそれに付随する構築物関係についての減価償却について

は、損益計算上の減価償却であらわさないで、資本剰余金から減価償却累計額として差し引

くということになってございます。それが１億３,７６０万７,４０２円という形になってご

ざいます。 

 それから損益外固定資産除売却差額、２６４万円ほどあがっていますが、これにつきまし

ては現物出資されましたクレーンが老朽化いたしまして、それから、今後の使用見込みもご

ざいませんので、結局、撤去したということになりまして、２６４万２,７８０円、除却額

という形になってございます。 

 このような形で数字が出てきまして、利益剰余金１億１,７５９万３,４０４円という形に

なってございます。 

 当期利益になりますけれども、これの内訳は、未収金の欄で申し上げました消費税還付額

１億１,５８３万５,８２７円、施設貸付料１２万１,８５０円、受取利息１６万八千何がし、

組合事務室光熱費、それから生保の手数料１４０万円ほど入っておりまして、トータル１億

１,７５９万３,４０４円ということで、資本合計が７５億７,７３０万４,９３２円、負債・

資本の合計が１０５億７,６１８万７９円ということで、資産・負債の数字は均衡しておる

ということになってございます。 

 次に損益計算書でございますが、研究業務費は、言葉のとおり研究業務にかかった経費す

べてを計上してございます。それから、一般管理費は研究業務以外、いわゆる支援のための、

当所には企画室、総務部の総務課、会計課というところがありますが、それらにかかるとこ
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ろの経費。役員給与も一般管理費の中に含まれてございます。 

 研究業務費のトータル５１億９,９３４万４,２０３円となってございますが、実はこの中

には４億３，０５４万１，９７０円という減価償却費が入ってございますし、それから受贈

物品、設立時に国から受贈された物品の金額７億８００万円ほど入ってございますので、現

実にかかっている経費としては４０億円強という形になってございます。それから、一般管

理費もトータル１０億５,０５６万１,２０９円という形になってございますが、この中にも

減価償却費と物品受贈額が入ってございます。 次に経常収益でございますが、運営費交付

金収益につきましては、当研究所の場合、費用進行型を採用してございます。費用進行型と

いうのは、支出額を限度として収益化を図るということになってございまして、それが１８

億７,９４１万５５４円という形になってございます。 

 それから、事業収益は施設の貸付料でございます。 

 受託収入につきましては、政府受託は国交省、農水省、環境省等から３０億３,４００万

円強、それから地方公共団体等、帯広市、天塩町、北電研究所というところから受託してご

ざいまして、７１６万８,０００円ほど収入がございます。 

 その他収入は１４１万３,３３８円ございますが、これは、職員の生命保険料の控除事務

を生命保険会社から受託しているという形で、全くのその他受託収入という形になってござ

います。 

 それから、固定資産見返負債戻入ですが、これは固定資産見返運営費交付金戻入、平成１

３年度に購入した固定資産の減価償却相当額でございます。 

 それから固定資産見返物品受贈額戻入、これも無償譲与物品の減価償却相当額でございま

す。 

 財務収益、これは受取利息でございまして、１６万８,３０６円ということになってござ

います。 

 雑益、これは物品受贈益ということで８億８,３２２万７,８９６円となってございますが、

設立時に国から受贈を受けた５０万円未満物品の金額でございます。 

 それから、雑益として５万４,０８３円が載っていますが、これは組合に事務室を貸して

ございますので、光熱費の負担金という形になってございます。 

 経常収益合計が６２億５,１６６万２,９８９円という形になってございます。 

 経常利益といたしましては１７５万７,５７７円、これは施設貸付料、生保手数料、受取

利息、組合事務室の光熱費ということになってございます。 
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 それから、臨時利益として消費税還付金、還付額が１億１,５８３万５,８２７円というこ

とになってございます。 

 当期純利益が１億１,７５９万３,４０４円ということになってございます。 

 次に、３ページのキャッシュ・フローに入らせていただきます。 

 キャッシュ・フローは、言葉どおり現金の移動でございまして、これは現金のみの移動と

なってございまして、△が支出で、正数が入金でございます。入金のトータルが４５億４,

１３９万３,１７３円、支出が４０億６,３７７万１９９円ということで、資金期末残高が４

億７,７６２万２,９７４円。貸借対照表の現金及び預金とイコールになってございます。 

 ４ページ目、利益の処分に関する書類でございますが、先ほど来言っております当期利益

１億１,７５９万３,４０４円につきましては、今年度については全額積立金という形にいた

したいと存じております。 

 次に５ページ、行政サービス実施コスト計算書でございますけれども、これは当所の行政

サービスに係るところの国民の負担額という考え方になっていると思います。損益計算書上

の費用という形で、損益計算書上であらわれてきました研究業務費５１億９,９３４万４,２

０３円と一般管理費１０億５,０５６万１,２０９円、トータル６２億４,９９０万５,４１２

円という形になってございますが、この中から独自収入については控除できるという形にな

ってございまして、施設貸付収入から消費税還付額まで３１億５,９２０万８,５９８円を控

除いたしましたので、業務費用としては３０億９,０６９万６,８１４円という一番上の費用

になります。 

 それから、損益外減価償却相当額は貸借対照表と同じ考え方で１億４,０２５万１８２円。 

 それから引当外退職手当増加見積額、当所の場合には、退職手当は国で予算を確保すると

いうことになってございますので、引当金の計上は必要ないのでございますが、来年度以降

もそうなんですけれども、今年度、年度当初と年度末、職員が人事交流等でかわります。そ

の際、年度当初の職員が全員やめた場合に必要となる退職手当額と、年度末現在の職員が全

員やめた場合に必要となる退職手当額の差額を計上してございます。 それから機会費用、

これは、ご存じのとおり国が当所に国有財産の無償使用をさせたり、出資をした場合、国民

が得べかりし利益の喪失という意味で負担になっているコストでございまして、たまたま国

有財産の無償使用が、私どもの構内に建っております無線局舎の一部を借り上げておりまし

て、それにかかる費用が２１６万２,７０７円。これは国有財産の貸付規程に基づいて計算

してございます。それから政府出資等の機会費用につきましては、資産等にかかります経費
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に、３月３１日現在の国債利回りを参考にいたしまして、１.４％の機会費用で計算してご

ざいます。それが１億５４１万７,７１２円ということで、トータル機会費用１億７５８万

４１９円。 

 行政サービス実施コストのトータルが３３億５,２４８万６,１１１円となってございま

すが、実はこの中には、受贈物品にかかる費用８億８,３００万円強が入ってございますの

で、現実にはかからない費用でございますから、それを差し引きますと、純然たる行政サー

ビス実施コストは２４億６,９００万円強という形になります。 

 次に、重要な会計方針、注記事項につきましては、それぞれの帳票の中でご説明いたしま

したので、失礼とは存じますが省略させていただきます。 

 次に附属明細書に入りますが、９ページ目ですけれども、これは減価償却の明細という形

になってございます。 

 期首残高につきましては、国から出資していただいた、もしくは無償譲与を受けた経費９

９億２,７１４万２,９７４円がスタートになってございます。それで減価償却の累計額が、

１３年度５億８,３２５万９,１７０円ということになりまして、１３年度末の資産の残額が

９３億９,８４９万１,２９０円、無形固定資産も入れましてそういう形になってございます。 

 次、１０ページでございますが、資本金及び資本剰余金の明細。貸借対照表等でご説明し

たとおり、損益外減価償却累計額は１億３,８０５万８４５円でございますが、その中に２

６４万２，７８０円のクレーンの除却が入っていまして、その除却にかかるところの減価償

却費が４４万３,４４３円ございます。トータル的に１億３,７６０万７,４０２円が損益外

減価償却累計額になってございます。それから固定資産の除売却差額については、先ほど申

し上げたとおり老朽クレーンの除却を行ったということで２６４万２,７８０円、期末で△

に立ちますということでございます。 

 次に運営費交付金債務でございますが、平成１３年度の運営費交付金の交付金額１９億６,

４９６万６,０００円、運営費交付金収益１８億７,９４１万５５４円、資産見返運営費交付

金、これは固定資産を購入した金額でございますが、５,１４３万２６６円、期末残高につ

いて、３,４１２万５,１８０円残っているという形になってございます。 

 １２ページの役員及び職員の給与費の明細でございますが、役員４人については、常勤役

員３名、非常勤役員１名という形になってございます。それから職員数１８２名につきまし

ては、職員１７８名、産業医、非常勤でございますが１名、看護士、非常勤２名、派遣職員

１名ということになってございます。 
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 この表の中で、報酬または給与の支給額には法定福利費、これは共済組合の当所の負担金

でございます。それと福利厚生費、これは公務災害がございまして、それにかかった経費で

ございますが、１億２,８００万円強と３万８,０００円強を除いてございます。 

 次にセグメントでございますが、セグメントはいろいろな方法があるのだろうということ

が言われまして、検討をいろいろ加えたんですが、当所の場合には、中期計画で定めた研究

課題、５つの長期的に取り組む経常的研究と３つの短期間に集中的に取り組む研究、この８

つにセグメントをさせていただきました。「北国の発展に貢献する新技術に関する研究」か

ら「進展する情報化社会に適合した技術開発に関する研究」までが、長期的に取り組む経常

的研究でございます。「レーザー光による土木構造物等の適正処理法に関する研究」から「冬

期道路条件下の重大事故防止に関する研究」までが特別研究でございます。 セグメントの

考え方といたしましては、人件費等につきましては、この研究に携わった職員が明らかでご

ざいますので、積み上げ計算、人工数を積み上げて、それに金額を掛けていっているという

考え方でございます。それから、物品役務費等についても当然に研究業務別に明らかになり

ますので、そのまま積み上げてございます。共通部門における経費については、どのセグメ

ントにも分けることが不可能ですので、全社共通の中に入れてございます。 

 次に１４ページ、長期借入金・短期借入金の明細でございますけれども、これは、先ほど

ご説明したとおり、１３年度２号補正で認められました「日本電信電話株式会社の株式の売

払収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法」に基づきまして長期借り入

れを行うことになりました。トータル２億６,０００万円のうち、１３年度においては１億

１,６００万円借り上げまして、完了したものがございませんでしたので、１億１,６００万

円そのまま期末残高という形になってございます。契約は、設計業務等を２,０００万円弱

行っておりますが、それがまだ終わってございませんので、経費的にはそのまま残っている

という形になってございます。 

 次に、決算報告書をご説明させていただきたいと思います。 

 決算報告書につきましては、従来の国の会計制度にのった形で決算を示すということが基

本になっていると思います。 

 １３年度決算報告書でございますが、まず、予算金額につきましては、年度計画の予算額

を計上してございます。年度計画上、１００万円単位でございましたので、例えば運営費交

付金でございますと、１９億６,５００万になってございますが、現実には１９億６,４９６

万６,０００円ということになってございます。 
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 無利子借入金、これは年度計画の変更をやってございますので１億１,６００万円で計上

してございます。決算額もそのとおりでございます。 

 受託収入、これは当初２４億３,９００万円で計画を立てましたが、３０億４,３０２万８,

５３２円ということで６億４０２万８,５３２円増加してございます。 

 雑収入、これはもともと見込みの立てられないものでございますので、ゼロでございまし

たが、３４万４,２３９円、施設貸付等によって増えてございます。 

 消費税還付額、これも当初予定されてございませんでしたので、年度計画には計上されて

おりませんが、決算額として１億１,５８３万５,８２７円ということで、合計欄でごらんい

ただいたとおり、年度計画を７億２,０００万円強ほど超えた形で収入が増えてございます。 

 それから支出でございますが、業務経費３億１００万円、決算金額が２億８,８２６万２,

５００円。先ほど来ご説明しているとおり、契約をして、まだ完了していない部分がありま

して、それが終わって、その分として１,８８６万９,５００円払うことになってございます

が、それを払いますと、結果的に予算額とイコールになります。ただ、この予算額、たまた

ま一般管理費のほうから５８０万円ほど動かしてございますので、ここの数字で１,２７３

万７,５００円まだ未払いという形になっていますが、これに５８０万円ほど足した形が支

払われる全額という形になると思います。 

 施設整備費でございますが、年度計画の変更後、１億１,６００万円という形になりまし

て、５８２万円、決算金額で支出してございますが、これは２,０００万円弱の設計業務を

発注いたしまして、それの前払いを行いました。差額が１億１,０１８万円という形になっ

てございます。 

 受託経費につきましては、２３億６,９００万円支払う予定でしたが、２９億６,５８１万

５,１９４円ということで、５億９,６８１万５,１９４円、これは、収入のほうでもご説明

したとおり受託が予定より多くなったということでございます。 

 それから、人件費でございますが、１５億７,３００万円の予算額で１５億５,９１２万３,

７１４円、１,３７８万６,２９０円が残ったという形になってございます。残った原因は、

退職手当を見ているんですが、たまたま退職者がいなかったというのがございます。 

 一般管理費につきましては１億６,１００万円で、１億６,０４４万９,０００円支払いし

て、５５万１,０００円、予算額と比べると少ないという形になってございます。 

 トータル的に、決算金額の収入の合計額５２億４,０１７万４,５９８円から支出の決算額

４９億７,９５６万４０４円を差し引きますと、２億６,０６１万４,１９４円ということで、
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当期利益の１億１,７００万円を大幅に超えてございますが、これについては、先ほどお話

ししました無利子借入金における契約がまだ未済であるという数字ですとか、運営費交付金

債務の３,４００万円がそのまま入っているとか、そういうことで当期利益額とイコールに

はならないということをご理解いただきたいと思います。 

 私のほうからは、以上で財務諸表関係の説明を終わらせていただきたいと思います。 

【分科会長】  ただいま財務諸表についてご説明いただきましたが、これらにつきまして

委員からご質問、ご意見等をちょうだいいたします。よろしくお願いいたします。 

【委員】  最初に確認しておきたいんですが、財務諸表と決算報告書は、一応、分かれて

いるというふうに理解してよろしいんですよね。資料－１の①が財務諸表で、②は決算報告

書。それで、評価委員会で意見が求められているのは①のほうというふうに理解しているの

ですが、それで間違いないでしょうか。よろしいですか。 

 何点か質問させていただきますが、まず最初、事務局に質問させていただければと思いま

す。後で、農水省の評価委員会からの意見が出てくると思うんですが、財務諸表について農

水省の独立行政法人評価委員会の意見は聞く必要がないかどうかという点です。先にこれだ

け回答していただけますか。 

【分科会長】  それでは、農水省関係、お願いします。 

【関口企画調整官】  資料－３があると思います。それで、ちょっと見ていただきたいん

ですが、資料－３の３ページ目に独立行政法人北海道開発土木研究所法が載っていると思い

ます。そこのところで、１４条に主務大臣の関係、１５条に「独立行政法人評価委員会への

意見聴取等」と書いてありまして、そこに書いてありますように、前条１項第２号に規定す

る業務に関して農水省の評価委員会の意見を聞かなければならないことになっております。 

 したがって、資料－３の１ページ目にありますように、これについての意見をいただくと

いうことになっていますので、財務諸表については、意見をいただくことになっておりませ

ん。 

【委員】  わかりました。ありがとうございます。 

 それでは、中身のほうの質問に入らせていただいてよろしいでしょうか。 

 何点かございます。 

 １つが、先ほど説明いただいたんですが、昼食後で、数字がたくさんなのでうとうとして

いまして、説明を聞き逃したのかもしれませんが、１ページの貸借対照表、負債の部に載っ

ています運営費交付金債務、一部は予定退職者の分だと思うんですが、３,４１２万５,１８
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０円計上されて、この内訳を少し説明していただけますか。 

 ２点目が、２ページ目の損益計算書、計上費用の中の研究業務費に国返却予定機器費とい

うのがあるんですが、金額もちょっと大きくて、これが一体どういうものなのか。 

 ３点目が、その上のほうに外部委託費２３億四千九百何十万か出ていますけれども、随分

金額が大きいので、もし差しつかえなければ、どういったところにどういう内容の委託があ

るのかというのを伺えればと思います。 

 ４点目が、雑益のところで物品受贈益８億八千三百何十万出ていますけれども、これが雑

益でいいのかどうかということ。どうして雑益なのかということです。 

 ５点が、５ページの行政コスト計算書で、これは質問というよりは個人的な意見ですけれ

ども、先ほど説明していただいた中で行政サービス実施コスト、この財務表では３３億五千

二百何十万あがっているけれども、純然たる行政コストは２４億円ぐらい。もちろんおっし

ゃっている趣旨はよくわかるんですが、ただ、そういうふうに言うと誤解を招くのではない

か。最近、会計不信などと言われていますけれども、あの辺は、会計基準に定められていな

い財務指標をいろいろ使うので誤解を生じるもとになるのかなと。設立１年度目でそういう

ことになってもいけないなと思いまして、この辺は、会計基準に基づいてやると３３億円に

なるということで理解していただきたいなというふうに思います。 

 これに関しまして、消費税還付額が差し引かれているんですけれども、これでいいのかど

うか。この分も国民が負担しているといえば負担しているのじゃないかというのがちょっと

気になるんです。来年度以降は、多分この分がマイナスされないことになるということもあ

りますので、その辺も含めてご説明を伺えたらと思います。 

 以上５点になります。 

【分科会長】  ただいま、ご質問を５点ちょうだいしましたが、これについてご説明をお

願いいたします。 

【今井総務部長】  １点目、運営費交付金債務でございますが、３,４１２万５,１８０円

の内訳といたしましては、運営費交付金は渡し切りの交付金ということで、一応、内訳がな

いことになってございますが、我々、予算の中身としては、人件費と物件費関係、それから

研究業務費という形で分けてございます。あくまでも人件費として要求している部分がござ

いまして、人件費をほかに振り回して使うことはあまり考えてございません。人件費として

の残りが１,３９７万１,２９０円ございます。それから研究業務費で、先ほど来ご説明しま

したとおり年度をまたいで契約している部分がございます。それが、まだ業務が完了してご
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ざいませんので、債務として残っているのが１,９９３万９,５００円ございます。それから、

流動資産の中にあります棚卸的経費ということで２１万４,３９０円。この３つを足してい

ただきますと、３,４１２万５,１８０円になると思います。 

【委員】  ２番目が、損益計算書の……。 

【今井総務部長】  損益計算書の国返却予定機器費でございますが、これは、国土交通省

の委託契約取り扱い要領の中で、業務が完了した時点で残存物件がある場合には、成果物引

き渡しの後、遅滞なく甲に返還しなさい、甲は国ですけれども、国土交通省に返還しなさい

という規定がございます。それから、当所の受託規程の中でも、受託において購入した備品

類については、業務が完了した段階では、その残存物件については委託者に返すという規定

がございます。ですから、当所の資産という形にはなり得ませんので、特に国との受託契約

ですから会計年度が分離されておりますので、毎年、使い終わったものについては返すとい

う形をとってございますので、受託経費で買った備品類につきましては、こういう勘定科目

を設けて整理せざるを得ないだろうということで整理をした結果でございます。 

 それから、物品受贈益の８億８,３２２万７,８９６円、これにつきましては、５０万円未

満の物品受贈額なものですから、来年度以降は資産としては計上されてきません。当所の資

産として計上しているのは、５０万円以上の残存価格のあるものについてのみ計上していま

すので、これはたまたま初年度ですから、少なくとも国から受けた年については、当然に受

贈額として計上するという形をとってございますが、来年度以降はスポッと落ちてしまう金

額なものですから、雑益のところに計上したということでございます。 

 それと、外部委託費。外部委託の具体的なもの、基本的な当所でやっております研究の大

型実験等の補助的業務を委託しているわけですけれども、主なものといったらどういうこと

になりますかね。 

【高木研究監理官】  実験の計測とか、供試体の作成とか、そういう手足の部分ですね。

そういうあたりが主たるものとなっています。 

【委員】  行政コスト計算書の……。 

【今井総務部長】  行政コスト計算書の消費税還付額につきましては、新日本監査法人に

支援をいただいているんですけれども、考え方として、先生、先ほどおっしゃったとおり、

来年度以降は逆に払う形になりまして、少なくとも業務費用に全部消費税というのは加算さ

れてまいります。ですから、基本的に納付になったときの業務費に含まれて、それがコスト

として計算されるわけですね。 
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 ただ、結果として行政コストを構成する独立行政法人の会計実務上のＱ＆Ａの中で考えら

れるのは、国からの物品受贈益などは、すべて税金で賄われている。だから、当然に行政コ

ストから除いてはいけませんよという論拠があるんですが、逆に言いますと、税金を還付さ

れるのですから、その年度にかかった行政コストとしてはマイナスしても別に問題はないの

ではないだろうかというのが監査法人の考え方でございます。 

 ですから、来年度以降は当然にまたかかるようになってくると、ここにマイナスが立つの

ではなく、業務費用の中に全部それが加算されていくことになりますので、特別その部分を

差し引くという形はもちろんあり得ませんが、今年度の場合には、還付は還付として、特に

国から税金でどうのこうのということでなくて、これはうちが払ったものに対しての還付額

なんだからという考え方なんですね。ですから、それは控除しても構わないだろうというの

が、実は監査法人の考え方です。それに沿ったということでございまして。 

【委員】  ありがとうございました。 

 コメントに入ってよろしいですか、時間も限られていると思います。 

【分科会長】  どうぞお願いします。 

【委員】  まず、運営費交付金債務について、先ほど研究業務のまだ遂行されていない部

分が２,０００万円あるというお話でした。これは、後で個別業務評価のところでまた取り

上げられるのかなと思いますが、こういうものはなるべく残さないように。業務のやり残し

ということになりますので、お願いしたいと思います。予定退職者が出なかった、これはし

ようがないと思うんですけれどね。これが１点目です。 

 それから、２番目が雑益なんですけれども、これはあくまでも当期だけの問題だというこ

とからすると、臨時的な活動、消費税の還付額と同じように臨時利益ではないかなというの

が私のコメントでございます。 

 それからもう一点、先ほどの行政コスト計算書の消費税の還付分なんですけれども、国民

の負担をあらわす行政コストを算定するという見地からすると、私はマイナスすべきではな

いと思っています。消費税の還付というのは、法人にとっては確かに還付される、その分、

負担が減るということは事実なんですけれども、国民の負担ということから考えると、結局、

その分、税収が減っているだけであって、ここでマイナスしてしまうと、その分のコストが

かかっていないかのような印象を持たれてしまうのではないか。 

 以上３点、コメントさせていただきました。取り扱いは分科会会長にお任せしたいと思い

ます。 
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【分科会長】  コメントを３点ちょうだいしました。 

 いただきましたコメントの中に、物品受贈益については、雑益ではなくて臨時利益に入れ

るべきだとのご意見でございます。例えばこういうことについて、そのほかにもご意見いた

だきますが、これは、いただいたということでいいんですか。それとも、皆さんがそうだと

いうことになれば、書きかえることになるんでしょうかね。この辺はどうでしょう。 

【今井総務部長】  問題は、先ほど先生にもちょっとお聞きしたかったのは、年度またぎ

契約、従来ですと、国の機関だったものですから会計年度がはっきりしていまして、２月、

３月、４月、５月というふうに継続して計測したりしないとならないものであっても、どう

しても契約を切らないとならなかったわけです。年度初めにすぐは契約できませんので、ど

うしても中があくというようなことがありましてね。そこが、各研究室からは何とかならな

いかというお話があったんですが、会計制度上それは無理だということで全部断ってきたも

のを。 

 実は、今回たまたま国の財政法、会計法の適用が外れましたので、そこはずっと継続して

……。ビデオカメラを設置した水中撮影とか、継続的にやってどうなのかという成果を上げ

たい研究を４本契約しているんですが、それでも残したという……。債務として残ったこと

には間違いないんですが、それはたまたま業務が終わっていませんので、収益化が図れない

ので債務としてどうしても残ってしまうんですけれども、そういう場合でもまずいものなん

ですか。 

【委員】  それは年度内で業務をやっていただくように、ぜひもっと前倒しでやっていた

だくということしか……。それがまずいかどうかというのは、私は別に今ここではコメント

しませんけどね。 

【今井総務部長】  ただ、今、先生のおっしゃるように年度内でと、確かに年度内に業務

を発注して、年度がわりの切れ目のところで測定をしたいという目的があって、２月に契約

しているんです。６月までとか、工期をそれだけとってやっているものですから、どうして

も収益化をするのは６月の段階になってしまう。だから、債務として残ってしまっていると

いうことなんですが、形の上で経費は残っているんですけれども、業務としては当然そこで

進行しているわけですから、費用進行型をとっている以上は、年度末段階では契約の真ん中

になってしまうものですから、残らざるを得ないという形になっているんですね。 

【委員】  まず、会計方針としてどういう基準をとるかというのは法人の意思ですね。そ

れで、会計基準を設定した研究会の考え方では、費用基準はそんなに望ましいやり方とは言
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っていないはずですね。それでも法人はとったわけですから、それは当然それを踏まえて評

価されるのはしようがないんじゃないかなというふうに私は思っていますが。ただ、今のケ

ースですと、非常に特殊なケースというのはよくわかりました。業務進行型で収益化を図っ

ても、おそらく負債として残ったと思います。ですから、そういった意味では、個別業務評

価のところでその辺の説明をいただくしかないかなと思っています。 

 これを残すと、どうしても仕事をやり残しているというふうに見られますので、その辺の

ところをなるべく早め早めにやっていくようにしていただきたいということだけ言ってお

きます。 

 それで、今、私は、評価委員として私どもの仕事ぶりが、後でまた総務省のほうでいろい

ろ見ていただくということになっていますので、気づいたことは申し上げなくちゃいけない

ということで指摘させていただきました。それ以外のところはきちんとされていると思いま

すので、特に私はコメントしませんでした、時間ももったいなかったので。それを踏まえて、

この評価委員会として意見を書くのかどうか、この辺は分科会長に全部ゆだねたいと思いま

すので、一応、私は今、個人的な見解を申し上げたということで理解していただければと思

います。 

【分科会長】  そのほか、いかがでございましょう。どうぞご自由にご発言ください。こ

の財務諸表につきまして、そのほかご意見、ご質問等をちょうだいします。 

【委員】  土木研究所のほうでも同じことを申し上げているので、整合性のために申し上

げるんですが、私はもちろん会計の専門ではないんですけれども、非常に疑問に思っている

ので、全く同じことを繰り返します。この数年来、公共事業についてのいろんな批判があり、

公共的な道路公団、その他の法人についての議論があって、企業会計方式を導入することを

始めました。特に貸借対照表をちゃんとつくりましょう、こういう話になりました。 

 民間企業については、歴史的に取引先であったり、資本の提供者であったり、そういうと

ころの人たちに対して公平な情報開示がされる、共通にされる、こういう原則があり、その

ときに、安定性がどうだ、流動性がどうだといった指標として皆さんが見ておられるものが

ある。ところが、民間企業じゃない、例えば公団だとか、あるいは独立行政法人というのは、

そもそも民間企業と違う目的を持っているので、収益を上げますとか、取引先がどういう指

標について見てなきゃいかんとかというたぐいのものプラス、例えば行政コストは一つの例

かと思いますが、ここの理事長が何をもってこの会計を管理しているのか、どこでチェック

しているのか、その評価指標のほうの議論はほとんどされてこなかった。 
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 大蔵省の時代から、公的な法人を何種類かに分けて、ティピカルなものについての企業会

計方式をどうするかという議論をし、それぞれについてふさわしい財務諸表をつくった。も

しそれが違う種類の法人だから、会計方式を変えたんだとすれば、それぞれに応じて、そこ

についてはどういうところをチェックするためにどうしたのか、こういう論理があり、その

ためにはどういう評価指標で監視していましょうというようなものがきっとあるはず。 

 利益だけを追求するのじゃないとすると、方や費用対効果とか、行政評価というようなこ

とがありますので、それとこういうものを組み合わせて何を見ていればいいのか、そんなこ

とがあるように。私なんかの立場から見ると、あってしかるべきだと思います。 

 この間も、土木研究所のときも申し上げたんですが、その最高責任者たる理事長が、これ

を見て一体どうしようとしているのか、何をチェックしようとしているのか、そこについて

の方針なり何なりをはっきりしておくとか、あるいはその原則を何とかしてくれというよう

なことを、研究会でしたっけ、そういうところに対してアドバイスを求めたほうがいいと、

私はそういうふうに思っています。素人ですので、そういうことが正しい意見なのかどうか

ということ、丸々自信があるわけではございませんが、そんなことを意見として申し上げて

おきます。 

【委員】  わかりました。ご意見として承っておきますが、１つだけ申し上げられること

は、損益計算書、企業会計でもちろんあるんですけれども、企業会計の考え方とかなり違っ

た損益計算の仕方がとられています。結論から言うと、期待される業務活動を行った場合に

は、損益が、一応ニュートラルというふうに言っているんですけれども、損益がゼロになる。

一応そういう前提のもとで計算構造を考えていますので、その点については申し上げられる

と思いますけれども、それ以外の指標については、具体的にどういう指標を使ってこういっ

たことがわかるというのは、まだまだこれからじゃないかなと思っています。 

 というのは、独立行政法人、会計基準が一応できていますけれども、また今度、新たな独

立行政法人ができる、特殊法人が移行してきますからね。それをどうするのかというような

ことも議論になっているぐらいですから、具体的にどういう指標があって、それは会計基準

研究会がやることなのかどうか、その辺もちょっとよくわかりませんけれども、一応そうい

う意見があったということは研究会の場に伝えますけれども。 

【委員】  ただ、普通の企業については、相対評価であったり、時系列評価であったり、

同じ業種についてどうかとか、いろいろな見方があるわけですね。そうしたときに、少なく

とも法人を何種類かに分けて会計方式を検討した、それからの論理整合性からいって、変え
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たのは何でなんだと。それはどういう理由で、公団なら公団を分けてきて、そこからピック

アップしてこういう会計方式をとりますと言ったんだということが、私は大変疑問でして…

…。 

【委員】  ごめんなさい。それは独立行政法人じゃなくて特殊法人のほうじゃ……。 

【委員】  特殊法人のほうです。 

【委員】  特殊法人については、それを議論すると、また話が横にそれますから。少なく

とも特殊法人の会計基準をつくったときには私は関与していませんので、その辺の経緯は存

じ上げておりません。 

【委員】  それについて言っているのじゃなくて、そういうふうに分けた以上は、その中

で、例えば独立行政法人はこういう方式をとりました、特殊法人についても何種類かあって、

それとはまた違う方式をとったのだとすると、それとの論理整合性で、これはどういう会計

上の管理をしていくんだ、健全性をどうやって見ていくんだという話が当然ついてきそうな

気がするんです。そういうことだけ申し上げます。マーケットで評価するわけじゃないです

から、何かそういうことがあってしかるべきだろうと。 

【委員】  その辺はもちろん議論しましたし、研究会の報告書も出ております。 

【委員】  ああ、そうですか。 

【委員】  ただ、どこまでその辺をレクチャーしなくちゃいけないのかということになり

ますと、その辺は私が口をはさむことじゃないと思いますので、そういう要望があったとい

うことだけお伝えしておきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 確かに、本来なら我々ももっと勉強して、さらに意見を申し上げるべきところかと思いま

すが、ただいま委員からいただきましたご意見、それから委員からいただきましたコメント

等を総合いたしまして、先に委員からご発言があったように、評価、その結論については分

科会長にお任せくださるということでございました。特にこの辺は、全くもっておかしいよ

というところは、他にございませんでしょうか。委員、先ほどから幾つか挙げられています

けれども、これは修正したほうがいいと思われる箇所はありませんか。 

【委員】  順番からいくと、雑益のところですね。あれは当期だけの……。 

【分科会長】  当期だけですね。 

【委員】  取引自体は、来期以降はまず発生しないと思いますので。 

【分科会長】  そうですね。 
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【委員】  ただ、私、よくわからないのは、評価委員会として意見を言う。その意見が一

体どういう効果を持っているのか。我々は別に訂正権を持っているわけじゃないですよね。

監査するわけでもないですから。ですから、感想だけを私は申し上げたような次第で、それ

でいいのかなという気もするんですけれども、ちょっとその辺の取り扱いがよくわからない

ところがございます。 

【分科会長】  おそらく委員がおっしゃるとおりだと思うんですよ。こういうことである

という意見を申し上げて、それで、ここを修正しなさいとかというものではないだろうとい

うことに思いますが、そういうことでよろしゅうございますか。実は分科会長にお任せする

というご意見だったものですから、特にお諮りします。 

【関口企画調整官】  すみません。ちょっと。今のお話のとおり分科会長扱いということ

でお願いしたいと思いますけれども、これがもしほかの法人と共通のものもあるかもしれな

いので、一応各独立行政法人の分科会の状況を見ながら、意見をまとめた上で、もう一度、

分科会長にご相談して、また、お答えについては、委員をはじめ委員の皆様方に回答させて

いただくことでいかがでしょうか。 

【分科会長】  なるほど。そこで、まだちょっとこだわって悪いけれども、物品受贈益、

これは雑益のところに入っているけれども、これは当期だけで、次期からはないということ

で、入れる位置を変えたほうがよろしいというご意見でございましたね。 

【委員】  ええ、そうですね。ただ、変えたほうがいいということを言っていいのかどう

か。変えられないんだったら、そんなことを言っても意味がないんじゃないかというのが私

の個人的な感想なんですけどね。 

【高木研究監理官】  独立行政法人も初めての経験で、結果的に監査法人のご指導を得な

がらまとめてきているということで、私どもがご指導を受けている監査法人も、他の独法を

も指導しているという関係があると思いますね。ですから、そういった意味で、私どもが独

自にこういう方式を取っているとは限らないということも含めて、全体のまとめ方、各独法

がどういうまとめ方が一番いいのかというようなことがこういう関係で出てくると思いま

すので、それを今回直すべきか、あるいは次回以降、全体また修正していくべきかというよ

うなことの議論を、先ほど関口調整官が言われたような形で横を見ながら検討していくとい

うことにさせていただければと思います。 

【分科会長】  大変前向きなご意見をいただきました。おそらく他分科会もいろいろそう

いう問題が出てくるだろうと思うんですね。そういった分科会と整合性があるような処理を
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しなければならないということでありますので、特にここはどうも腑に落ちないよというよ

うなところがございましたら、ここでまたさらにご意見いただきますが、この勘定科目の入

れる場所についてのご意見、今、問題になっていますが、これについては、他の分科会の状

況を考えて、その処置については分科会長にお任せいただくということで、先生、よろしゅ

うございますか。 

 それでは、そのようにさせていただきたいと思いますが、そのほか特にご意見がなければ、

財務諸表につきましては以上で説明をいただいたこととし、ただいま申し上げたようなこと

で、他分科会の状況を見ながら、多少、位置等修正するところがあれば、分科会長にお任せ

いただくということでよろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、次に進めさせていただきます。 

 次は、業務実績評価でございますが、早速またご説明いただきまして、それらの評価を行

いたいと思います。お願いいたします。 

【関口企画調整官】  それでは、業務実績評価に入りたいと思います。 

 まず、この業務実績評価については２つに分かれていまして、業務運営評価と個別業務評

価になります。業務運営評価を見ていくわけですけれども、前にご議論いただいたように、

おのおのの項目の評価ごとに、着実な実施状況にあるかどうかを見ていただいて、その数で

評価する形になっております。 

 したがって、業務運営評価につきましては、報告書に記載されている１項目ずつ順に評価

していただきたいと思っております。それから、個別業務評価につきましては、開土研が実

施している自己評価について説明責任を果たしているかどうかということを主な評価の判

断基準としていただきたいと思います。 

 では、資料についてご説明をしたいと思います。説明につきまして、開発土木研究所のほ

うからお願いいたします。 

【高木研究監理官】  研究監理官をしております高木と申します。資料－２、業務実績報

告書に基づいて説明させていただきたいと思います。 

 それでは、業務実績報告書１ページ目、まず最初に事務の効率化ということでございます。 

 最初に、このフォーマットは、この１ページ目でご説明したいと思いますが、二重線の枠

組みが中期目標、国土交通省から与えられたこの目標に対しまして、その下に中期計画を記

しております。これは、中期目標を達成するために独立行政法人が作成した計画という位置
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づけでございます。そして、その計画に基づいて年度計画を作成しているということで、そ

れぞれの相互関係が、この二重枠の中でわかるということになっております。したがいまし

て、この年度計画の計画内容に対して、当該年度、どのように取り組んだかということが評

価されると受け止めております。 

 それでは、そういう趣旨から基本的に当該年度の取り組みの部分を要点だけ説明させてい

ただきたいと思いますが、まず、事務の効率化、人事・給与システム及び会計システムの導

入を図るというような趣旨のことを記しておりましたが、職員の人事管理及び給与計算につ

いては、パッケージシステムの導入・運用、ＰＣでのクライアント／サーバー構築によって

分散化・効率化を図りました。会計事務については、所要の会計基準に準拠した処理ができ

るパッケージシステムを導入し、運用を図りました。その結果、事務の簡素化・効率化を図

る土台を据え、そして、事実上、運用を図ったということでございます。 

 ２ページ目、事務処理の電子化によるペーパーレス化という計画目標を掲げております。

この計画につきまして、基本的に所内外の情報交換、あるいはその他のさまざまな連絡事務

につきまして、電子メール、所内ＬＡＮ、パソコンの掲示板等を積極的に活用することによ

りまして、従来、ペーパーでさまざま連絡業務を行っていたものを、とにかくパソコンで情

報連絡できるというような形で運用しております。 

 ３ページ目、図書管理・検索システム及び論文検索システムの導入ということで、内外と

もにこのような情報を有効利用及び情報発信するということで、独立行政法人発足に当たり

まして、即このシステムの構築に取りかかりました。その結果、１３年９月１日からこのシ

ステムを稼動、インターネット・ホームページにおいてアクセス可能なものといたしました。

また、新着図書情報システムについても導入を図ることによりまして、下記に記しているよ

うなアクセス数、そういう形で稼動をし始めております。 

 ４ページ目は、一般管理費の抑制という項目ですが、これは中期目標及び中期計画の５カ

年の目標、中期目標では２.４％程度抑制するという目標が掲げられていますが、これは初

年度をベースに２.４％程度抑制するという趣旨になりますので、独法初年度の年度計画に

は記載はございません。ただ、その抑制をしていける土台を構築するということは１３年度

に行っております。 

 以上です。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 

 まず最初、(1)の事務の効率化、この中身４項目について今ご説明いただきました。それ
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で、これから先がずっとたくさんありまして、このあたり一くくりづつ各項目についてご意

見をいただいていったほうが忘れずに済むだろうというぐあいに思いますので、そういうぐ

あいにさせていただいてよろしゅうございますか。 

 全体を通して、後ほど欠席委員のご意見もございますので、そのときにまた修正すべきと

ころはすることにいたしまして、各項目、ただいま４項目ございますが、これについて評価

をちょうだいいたします。 

 そこで、これはお一方ずつお聞きするべきところでございますけれども、そうしますと相

当時間がかかりますので、大変失礼なことになるかと思いますが、分科会長が少しご意見を

伺った上で、まとめて申し上げてよろしゅうございますか。 

 それでは、ただいまの４項目につきまして、特にご発言等ございましょうか。ここの説明

はよく理解できなかったとか、あるいは不十分であるとかということはございませんでしょ

うか。人事・給与システム、事務処理電子化、図書管理・検索システム、一般管理費の抑制、

この４項目についてお伺いいたします。 

 特にご意見ございませんようでしたら、ただいまのご説明では、順調であると評価して、

それぞれ人事・給与システム、事務処理電子化によるペーパーレス化、図書管理・検索シス

テム及び論文検索システムの導入について、着実な実施状況にあるということでよろしゅう

ございますでしょうか。 

 ４番目の一般管理費抑制、これは決まっているんですね。 

【高木研究監理官】  目標としてですね。 

【分科会長】  そうですね。よろしゅうございますか。 それでは、その次、研究評価に

ついてご説明ください。 

【高木研究監理官】  それでは５ページ目ですが、年度計画では、運営委員会を開催し、

評価結果をホームページ等を通じ公表するとあります。独法発足時点では、国土交通省の評

価委員会及びその他の動きがございまして、評価体制がどうなるかというようなこともござ

いましたので、この内部の委員会は運営委員会と仮称しまして記載させていただいておりま

した。結果的に、全体的に各省の評価委員会が発足され、そして各独立行政法人では自己評

価を行うことというような表現がほとんど整理されてきましたので、したがいまして、１３

年度の当所の位置づけとしましては、いろいろな文言を使うのは混乱を招くということで、

結果的に北海道開発土木研究所自己評価委員会という形で内部評価をするという位置づけ

にいたしました。１３年度は、具体的に発足及び独法の概要、研究概要を説明しつつという
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事柄を１４年１月１８日に開催したということでございます。 

 個別評価の部分でまた説明させていただきますが、合計２１名の委員で構成。これにつき

ましては、国交省のこの分科会とのすみ分け、役割分担ということも議論がございましたの

で、また、過去のこの委員会で内部の評価をするに当たり外部有識者を入れるのかどうかと

いうようなご質問もございましたので、そういう方向で検討していますというふうに当時お

答えしております。したがいまして、外部の有識者１４名、内部委員７名、合計２１名で自

己評価委員会を設立し、そして発足したということでございます。１４年度に入りまして、

この分科会に向けて５月、６月、活動してきたと、そういう流れになっております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 ただいまは、自己評価委員会を設立した、内部委員は７名、外部委員は１４名というとこ

ろまで進んだということでございます。では、先ほどのご質問以外に意見は出ましたか。本

法人評価委会とこの自己評価委員会との関係はどうなのかとかいうご質問をいただいたわ

けですが。 

【高木研究監理官】  発足当時に、評価委員会というのがいろいろなところで位置づけさ

れておりますので、先ほど申し上げましたように、この自己評価委員会が分担すべきこと、

これは個別評価だということで、簡単に言いかえると研究評価をするというような形で、委

員の皆様にお願いしておりますので、そういう形での役割はよく認識して進めていただけた

かなと思っております。 

【分科会長】  自己評価委員会が設立されて、それぞれの委員は、なすべきことについて

ご理解いただいたというところまで進んでおります。他にご意見、ご質問等ございませんで

しょうか。 

【委員】  １つだけ確認を。先ほどから自己評価委員会を設立して開催したというのはわ

かったんですけれども、評価の効果というか、その辺、フィードバックなんかはされていら

っしゃるわけですよね。 

【高木研究監理官】  それは、最後の個別評価のところでご説明させていただきます。 

【委員】  わかりました。結構です。ありがとうございます。 

【委員】  ちょっとよろしいですか。 

【分科会長】  はい、どうぞ。 

【委員】  ここでやるのは、自己評価がされているかどうかの評価をすればいいんですね。
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４２ページから自己評価の結果について連なって、ちょっと気になるのは、ちゃんと評価で

きなかったのごとく意見が出ているところがあって、お一人の方がたまたまそういうふうに

言われただけならいいんですが、例えば４４ページですね。 

【高木研究監理官】  ４２ページ目以降、これは本来、個別業務評価の部分で説明する資

料になっているんですが、自己評価結果で、研究評価につきまして、各研究課題ごとに評価・

議論をしました。それで、その結果が４２ページ目以降にまとめられているということでご

ざいます。したがいまして、いろいろな意見が出たものをこのようにまとめて、結果的に総

じてそれぞれこういう評価あるいは意見があったということになっておりますので、それを

しんしゃくして今後研究業務を続けていくという位置づけにしております。 

【委員】  私の質問は、要するにこれが評価されて公表されましたということだけでいい

わけですね、我々が判断するのは。 

【高木研究監理官】  この場の位置づけは、はい。 

【委員】  わかりました。結構です。 

【高木研究監理官】  説明責任を果たしているかということです。 

【分科会長】  それでは、今ご説明のような自己評価委員会が設立され、それぞれに機能

しているということで、この項目については着実に進んでいるということにさせていただき

ます。ありがとうございました。 

 それでは、次、お願いします。 

【高木研究監理官】  ３番目、施設・設備の効率的利用の項目でございますが、大型研究

施設に関する外部の活用ニーズ把握及び外部利用の規程整備という項目でございます。 

 独立行政法人になりまして、外部の利用を促進する、つまり、今までは研究施設等を内輪

で使っていただけですが、結果的に、さまざまな機材を所有しておりますので、それを我が

研究所が研究活動に使っていない時期もございます。したがって、そういう場合に外部の方

に使っていただき、その必要に供するような活動をするという趣旨でございます。今までそ

ういう趣旨で、独法前にはそういう活動は基本的にしておりませんでしたので、独法が発足

いたしまして、その貸出規程を整備し、そして、当然、貸し出すために、わずかなお金を徴

収するということも関係してきますので、そのような貸付料算定要領を整備しという事柄を

ずっと事務的にまとめてきました。結果として１４年１月４日から貸し出しを開始しており

ます。そして、その要領及び貸出施設、どういう期間、借りられる可能性があるか、そうい

うあたりをインターネット・ホームページ等に公表し、またパンフレットも作成し、そうい
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う宣伝をして今後の利用に供するという土台を築きました。 

 １３年度末期のわずか３カ月ほどでございますが、外部利用状況５件、例えば苫小牧の寒

地試験道路の利用とか、細かい点では研究所の講堂を他の講演会で使っていただくとか、い

ずれにしてもそういうニーズに合わせて対応しようという動きをしてきております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 ただいまは、大型施設について外部に貸し出しをする規程をつくり、また、それによって、

３カ月くらいの期間でしたが、５件貸したということでございます。これからまたどんどん

借りたい人も出てくると思いますが、それによって生じた収入は、財務諸表で検証されるこ

とになりますね。 

【高木研究監理官】はい 

【分科会長】 外部のどういうところが借りましたか。 

【高木研究監理官】  例えば寒地試験道路は、道警が、訓練用などですね。例えば民間で

日本電子工業株式会社とか、それから北海道警察、それから、石狩の実験場は北大。これは

ちょっと毛色がちがいますが、スカイスポーツフェア・イン・石狩という団体などです。 

【分科会長】  はい、わかりました。 

 というようなことで、期間が短い3ヶ月ほどですが、それ相応の貸し出しもあり、また、

それに必要な規則は全部決めたということでございます。 

【委員】  質問、よろしいですか。 

【会長】  はい、どうぞ。 

【委員】  話が少し勇み足になるかもしれませんが、ずっと後のほうに自主改善努力とい

う項目がありまして、３８ページですけれども、その中に施設・設備の利用に関して講堂を

開放したとございますね。これは、６ページにあるこの計画とは別に、講堂は自主的に開放

したから、プラスアルファ的な改善努力であったと解釈すればよろしいのでしょうか。どの

ように整理して評価するのか、ちょっとわかりにくいように思います。 

【高木研究監理官】  自主改善努力のところに記しましたのは、いわば独法になりまして

新たな制度をつくった。したがって、新たな活動に踏み切ったというような意味合いの事柄

を自主改善努力のところに、まあ、再掲の部分もありますけれども。ですから、今までにな

く独法として創意工夫を盛り込んでいったという趣旨のものを自主改善努力のところに書

かせてもらったということです。ですから、今の部分と、ある意味では再掲、再び掲載され
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ているということにはなります。 

【委員】  わかりました。 

【分科会長】  そのほか、いかがでございましょう。 

【委員】  そういうことは今まではされてなかったんですか。 

【高木研究監理官】  はい。 

【委員】  独法になる前は。 

【高木研究監理官】  はい。もともと国の機関のときには、お金をもらって民間に貸し出

すとか、そういう発想が全くありませんでしたので。 

【分科会長】  ありがとうございました。それでは、これも着実といたしたいと思います。 

 次、お願いします。 

【高木研究監理官】  それでは、他機関との連携等ということで何項目かございます。 

 共同研究のための規程整備及び共同研究の推進ということでございます。 

 これにつきましては、中期目標期間中、新規に６０件の共同研究を実施するという目標を

掲げております。これは、過去の実績に基づいてこの数字を設定したわけでございますが、

実績といたしましては、合計、新規は２３件行っております。さらに、この共同研究等の項

目の中で、流動研究員・依頼研修員の規程の整備も行っております。したがって、新規６０

件、５カ年の目標でございますので、おおむね１２件ということでございますが、独法発足

初年度、一応、共同研究に精力的に取りかかったというような位置づけでございます。 

 それから８ページ目、流動研究員の派遣・受け入れという項目でございますが、研究員の

相互交流の推進ということで、流動研究員あるいは特別研究員という形で、山梨大学及び科

学技術振興事業団からの研究員の受け入れを行っております。これは、従来、独法になる以

前も流動研究員の招聘、とりわけ派遣につきましては、二、三年に１名とか２名、外部に勉

強させる案件が生じたときに行ったりしています。今回、招聘という意味では、当所の研究

を遂行するに当たり、当所にない知見を必要とする場合に、短期間ではございますが、当所

から旅費等を手当てしまして来ていただき、アドバイスなりそういうものをいただくという

ものを主にしております。したがって、流動研究員の派遣・受け入れを行っております。 

 ９ページ目、研究員の海外派遣・受け入れという項目でございます。 

 独法になりまして、とりわけ積極的に研究員の海外派遣を行いたいということで考えてお

りまして、１３年度、１９件、４０名を派遣しております。さらに、海外からは１４件の視

察等がございました。さらに国内において開催された国際研究集会、これは３９名を参加さ
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せております。とりわけ１３年度は、２００２ＰＩＡＲＣに代表されるように国際冬期道路

会議、これは札幌ドームで開催し、大変な参加者数を見ましたが、従来、当所の研究者が外

国へ出かけていって、地道に関係を積み重ねた結果、初めてアジア、日本で開催されるとい

う状況に至ったものでございまして、今回も現地の実行委員会の主たる役割及び論文発表等

にも精力的にかかわっていったということで、非常にトピックのあった年度だと考えており

ます。 

 このように積極的に海外派遣を実施してきております。ちなみに、１２年度は海外派遣は

９件、２１名ということでございますので、倍増したというようなことかと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ただいまは、他機関との連携等についてご説明いただきました。 

 先ほど高木さんからご説明があったようにこの春ＰＩＡＲＣが盛大におこなわれました

が、これは、研究所のご努力が実ったものでございます。特に国土交通省、本省のほうもご

理解いただきまして、札幌で行われました。 

 先生、これはどうでしょう。 

【委員】  国際研究集会とか調査等へ１９件、４０名派遣したということで、それはそれ

でアクティブな活動をされているのでしょう。 

 ただ、１つちょっとお聞きしたいのが、調査等、例えば現実に災害があったとかいうよう

なときに、日本全国を見ますと初動体制が非常に悪いですよね。例えばロシアで洪水が起き

たというようなことがあっても、意外とあっちの寒いほうに日本全体は向かわないんですね、

興味が。だけど、この研究所がそういうところを災害調査してくれないと、日本全体として

はどこからも情報が入ってこないんですね。だから、そういう意味で国際会議等への派遣と

いうのは、いくらでもどんどんやる時代なのでやるんでしょうけれども、特に寒い地方での

いろいろな災害とか事故調査なんかに今後ともこの研究所が積極的に派遣・参画されること

を私は期待しますけどね。 

【分科会長】  全く。いいコメントをちょうだいしました。それをするのが研究所の特色

を出すことにもなりますね。これについては研究所も相当の戦略を持っているように思いま

すけれども、ただいまのご意見についてはいかがでしょうか。 

【高木研究監理官】  緊急時の云々ということではございませんが、１３年度は、そうい

う意味では調査関係が何件かかなり出まして、もちろん国土交通省全体含めて調査団派遣と

か、そういうものにも加わったというようなものもございます。 



 28

 ただ、海外への派遣を積極的に行ったという実績でございますが、実は制度設計上、科学

技術庁が文科省になったということで、私ども独法を含めまして、いわゆる独法全体のそう

いう予算措置、あるいは制度設計が全部なくなった。ですから、今まで私どもは科技庁の外

国旅費でこのような活動をしてきたということでございますが、実は独法になってゼロなん

です。これは私どもだけじゃないんです。それで国研協で非常に問題になっているんです。 

 ただ、逆に言えば、独法の運営費交付金の判断で職員を派遣できるという、別途の手当は

削られましたが、理事長判断でそういう活動ができるということにも制度上はなりましたの

で、予算が来ないという意味のつらさはあるんですが、しかし、手持ちの資金でこういう活

動を積極的に行おうというような結果が、この１３年度の数字にあらわれている。 

【分科会長】  なるほど。それはほんとうに重要なことですね。 

【委員】  共同研究のことなんですが、法人化する前の共同研究の文書は、許可するとか、

いかにも役所と甲と乙の関係が明確に出ているような出ているような共同研究の書類だっ

たんですが、新たに変わられてからの文書はどうですか。パートナーというような感じでつ

くっている文書になっているんですか。 

【高木研究監理官】  基本的には、姿勢としては、甲乙という位置づけの文言を使ってお

りますが、いわゆる対等の立場で行うということで考えておりますので、その表現がもしふ

さわしくない状況で、そういう研究規程がといいますか、やりとりの文章になっていれば、

改善を図りたいと思います。全く対等の立場でであるのが実態でございます。 

【分科会長】  そういう関係書類は、この独立行政法人で決めることはできるんですか。 

【高木研究監理官】  そうです。独立行政法人の規程としてつくっておりますので。 

【分科会長】  いかがでございましたでしょう、ただいまの件。外との交流はやっている。

ご意見としては、直接、寒冷地等に対するそういった案件が起きた場合には初動をやれと。

早く動いたら得点いいというようなことも考えたらなおいいですね、先生。ありがとうござ

いました。 

 それでは、これも着実ということでよろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、次、お願いします。 

【高木研究監理官】  それでは次に技術の指導及び研究成果の普及、これは項目が非常に

多いので、少しポイントを絞っていきたいと思います。 

 まず、他機関からの技術指導等の要請に積極的に応じるという項目でございます。 
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 これにつきましては、当所の、とりわけ研究員、研究職でございますが、２６件の講演会

等に延べ４３名の講師派遣、あるいはさまざまな学会や委員会の委員等に１８３名、そして

大学の非常勤講師に３名、それから、局が実施する職員研修に２９名を講師として派遣しま

した。さらに、このような外向けの要請に積極的に応じる姿勢を明確にするために、技術相

談窓口を開設しました。その結果、通常の研究業務の打ち合わせを除きまして、いわゆる個

別の技術相談の案件が、１３年度、１０２件あったという実績でございます。 

 次、１１ページ目、地方公共団体等からの要請に基づく技術等の受け入れ・育成というこ

とでございます。 

 当所の技術ノウハウをベースに技術者の育成を行うということでございますが、依頼研修

員制度を整備しまして、１３年度は公益法人等から１１名、地方公共団体等から２名、合計

１３名を受け入れております。 

 次に、北海道開発土木研究所講演会等を１５回開催するという目標でございます。 

 これにつきましても、過去の実績を踏まえてこのような具体の回数の目標を掲げておりま

したが、１３年度の実績は、所の講演会、一般公開、開発局の各開発建設部を対象とした現

地講習会１１回、それから、さらに積極的に各研究部が個別に講習会を１３回開いておりま

す。合計２６回開催したということで、このような技術を踏まえた外向けの動き、１５回が

目標でしたが、これをかなり積極的に行ったということでございます。 

 これにつきましては、別添資料で、前回の委員会でも委員から、単純に何名だったとかそ

ういうことではなくて、状況がどうだった、反応がどうだったというような記載をというご

意見がございましたが、既に時遅く、もう終わっておりまして、それで今年度、早速、一般

公開などもアンケートをとったりというようなことを行いました。それで、参考までに１４

年度の実績を別添の参考資料で、追加参考資料というこの資料がございますが、この中に、

後半の部分に平成１４年度の研究所の一般公開の話題、そして、そこに寄せられた意見、小

学生から一般の方に至るまで、若干の写真をつけております。 

 それから、最後に、桜が咲くシーズン、当所に桜並木がございますので、それを開放した

結果、思わぬところから非常にホットな意見がある新聞が載っていたということで紹介させ

てもらったりということで、そういうような反響があったということでございます。 

 これにつきましてビデオ、２分くらいのニュースに取り上げられたのがございますので、

ちょっとよろしいでしょうか。 

（ビデオ上映） 
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【高木研究監理官】  というようなことで、反響もいろいろあったということで、ペーパ

ーにも参考までに記しております。後ほどお読みください。 

 それでは次、１３ページ目、学会等における研究成果の紹介ということでございます。 

 論文発表ということになりますが、１３年度は３２６件、うち査読付きが７３件というこ

とでございます。これにつきましては、１５ページの研究論文の発表・掲載という項目で述

べていますが、中期目標期間中では、過去の実績を踏まえまして５％以上増加させたいとい

うことで、合計、５年間で１,４００件という目標を設定しておりました。ですから年間２

８０件が目標値になりますが、それを大幅に上回る形での論文発表ができたということにな

っています。その他、受賞案件が１１件ございます。その他の細かい点は再掲させていただ

いております。 

 次、１４ページ目、月報・年報・パンフレットの作成・発行・配布ということでございま

す。 

 当所の紹介及び論文の対外的な情報発信ということになりますが、それにつきましては継

続的に行い、そして所要のパンフレット等を作成し、一般の方々にも配布しております。 

 さらにトピックといたしましては、今まで当研究所がまとめたものにつきましては、当然、

今までは北海道開発局の附属機関であったということで、北海道開発局名で発刊することが

ほとんどでしたが、このトピックにもありますように、「泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル」

は独立行政法人として印刷・発行第１号ということで、独立行政法人名で発刊したというこ

とでございます。 

 さらに、マスコミへの情報発信、ただいまのテレビなどでも見ていただきましたが、一般

紙等を含めまして精力的に情報発信することによって、かなりの部分、取り上げられたとい

うことでございます。 

 さらに、１４ページの一番下に書いておりますが、当所の成果をご披露する「月報」とい

う雑誌がございますが、これにつきましては、今まで開発局やその他の研究機関、そういう

関係の深いところに１,２００部の配布をしておりましたが、１４年度から、つまり１３年

度ではありませんでしたが、いわゆる内外の技術力の向上に資するということで、とりわけ

自治体や業界、あるいはコンサル、そういうところにもアンケートを募りまして、それで５

００部ほど増加して、現在それを資料として供しているということで、独法の成果を広く活

用していただきたいという活動に入っております。 

 １５ページ目は、論文の内容は先ほど述べたとおりでございます。 
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 １６ページ目、特許出願数。これにつきましては５年間で１５件。これも過去の実績に基

づいて設定しました。正直申し上げまして、以前は特許取得という観点の意識が薄かったこ

ともございまして、こういう状況、それから昨今のさまざまな動きを踏まえまして、１３年

度は出願件数８件ということで、非常に精力的にそのような姿勢で臨んでいるということで

ございます。 

 あわせて、１７ページ目を見ていただきますと、それにかかわる知的所有権に関する関係

規程の整備ということで、職員発明規程を整備すること、そして、職員のそういう観点での

意欲の向上を図ること、内部的にそういう特許関連の情報を把握すること、職員・研究員へ

の啓蒙を図るということで、これらを今後とも精力的に行っていきたいと考えています。 

 １８ページ目、寒地土木技術センターとしての研究情報の収集・提供・管理ということで、

これらについては外向けにもこういう資産を有効に提供するという意味で、最初に述べまし

た図書管理・検索システム、論文検索システムを導入し、外部利用にも便宜を図る、あるい

は内外の研究者に情報を提供し支援するものを構築しました。 

 ちなみに、情報センターへの外部利用者数、これは直接来ていただいてご利用いただくと

いうことですが、年間５９６件、それから論文検索システムアクセスは７３２件あったとい

う状況でございます。 

 さらに１９ページ目、月報掲載の報文のホームページへの登録ということでございます。 

 報文については、インターネット・ホームページで全文検索できる、あるいはダウンロー

ドできるというシステムを整備しました。ホームページのアクセス数、これは論文検索に限

った話ではありませんが、当所のホームページのアクセス数が１万６,０００件ほどあった

ということでございます。 

 ２０ページ目、技術相談窓口の開設。先ほど説明しましたが、開設し、１１月１日付でオ

ープンしております。１０２件の相談がございました。 

 ２１ページ目、これも再掲になりますが、月報・ホームページ当を活用した公開というこ

とで、これらのパンフレット、ポスター、そしてインターネットを利用して、情報発信に努

めました。 

 それから、研究所の一般公開も、先ほどビデオを見ていただいたとおり非常に反響が大き

く、１３年度は１,０００名、１４年度は、先ほどのニュースにもありましたように、１,３

００名を超えたということで非常に多くの方々に来所していただき、開土研の活動への情報

発信になっているかなというふうに考えております。 
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 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 さて、ただいまのご説明につきましていかがでございましたでしょう。 

【委員】  言葉なのですけれども、ちょっと前のところに戻るんですけれども、学会等へ

講師派遣という言い方はいかにも役所っぽいですね。学会は、単に参加して発表したという

ぐらいのものだと思うので。 

【能登理事】  いえ、講習会等への講師派遣です。 

【委員】  講習会ならいいんですよ。講習会はいいんだけれども、講演会等に講師派遣と

出ている文章があるものですから、１０ページ目あたりに。講習会に講師派遣は結構なんで

すけど。 

【能登理事】  これはすべて講師です。 

【委員】  これもそうですか。日本雪氷学会全国大会公開講演会。 

【高木研究監理官】  はい、そういうことです。ちょっと説明が足りないかもしれません

が、学会主催のシンポジウムとかそういうものへの講師派遣という意味でございました。 

【委員】  ああ、そういう意味ね。それなら、この講師というのが正しい使い方なんです

ね。わかりました。 

 それからもう一つは、これは前半の話に絡んでしまうんですけれども、例えば特許とか。

あるいは、自前のシンポジウムというか、ゼミナールというか、そういうものを開いて、も

し収益が出てきた場合、つまり、そういう方向に向かうのか、淡々とプラマイゼロですよと

いう方向を今後とも行くのか……。 

【分科会長】  事業主体となるということですか。 

【委員】  ええ。収益として入って、ただ、その収益がそのまま研究所の収益になるのか、

本来の仕事なのだからというんで吸い上げられちゃう仕組みなのか、ちょっとその辺を教え

てほしいんですが。 

【分科会長】  例えばマニュアルなんか相当売れますね。 

【高木研究監理官】  実際には、消費税を納付する団体の扱いになっておりませんので、

収益を基本的に上げないということのもとに、このマニュアルも、原稿料だけはもらいます

が、ですから発刊は別のところにしてある。ですから、そういう苦労はしているんです。で

すから、どんどん売れて入ってきても困るという、だから独法はどうあるべきかという、ま

さに根幹にかかわるんですが。 
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【委員】  例えばこの委員会としては、多少こういう方向でもいいのじゃないでしょうか

ということは言うべきところでしょうね。 

【分科会長】  そうですね。これは委員会の意見としてね。このあたりは、先生、どうで

しょう。もう少し積極的にもうけろという方向はどうかと。 

【委員】  先生にお聞きしたほうがいいんじゃないかと。 

【委員】  いやいや。 

【委員】  基本的にはプラマイゼロじゃないですかね。 

【委員】  プラスは、当然法人にとって、これは目的積立金にできるかどうかですけれど

も、できる可能性はありますね。もうけちゃいけないということは一言も言ってないですね。 

 私自身、そうじゃなくて、評価の進め方について、ほんとうはこういう評価が本来の評価

だと思うんですが、全体会で議論したときには、こういうのはあまり評価しないというか、

法人にフィードバックできるような評価じゃなくて、マル、バツ、三角でやるんだというふ

うなことだったので、その辺が、きょう、そういう方向で進んじゃっていいのかなというの

がちょっとよくわからないんです。ほんとうの評価はそうだと思いますよ。ただ、全体会で

やったときには、何かそういう感じじゃなかったように私は思ったので、淡々と進めればい

いのかなと思ったんですけれども。 

【分科会長】  というようなことで、このあたりは理事長さんのお考えもおありでしょう

が、とにかくだんだんと……。 

【斉藤理事長】  １回目ですから、いろいろな意見をお聞きして修正していかざるを得な

いんだと思うんですけどね。 

【分科会長】  そうですね。 

【委員】  後でまた評価について申し上げるんですが、今の利益を上げる道として、例え

ばイギリスのＴＲＲＬ（Transport and Road Research Laboratory）が民営化し、それから

デルフトの水の研究所も。彼らがもうけるというか、業績を広げたのは、近隣諸国の研究を

引き受ける、こういうことをやったんですね。今、日本の周りの国はまだ援助対象国ですか

ら、そういう時期ではないんですが、しかしながら、ターゲットとしてはそういうところが

ある。だけど、いろいろな人に聞きますと、アメリカの研究所より日本に頼むと高くなると

か、大学ですら、そうするといろいろな問題があるかもわからない。 

 そういうこととか、あるいは検査とか試験とかを引き受ける可能性もある。今まではどっ

ちかというとアウトソーシングの対象だったかもわからない。そういうことがあり得るのか
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ないのか。 

 それから、一番気になっていますのはソフトウェア。我々の分野もそうなんですが、構造

にしろ、水利にしろ、外国のコンピュータソフトを使っているケースが多くて、これは学会

に主たる責任があるんですが、ソフト開発を論文としてあまり認めてこなくて、ふたをあけ

てみると、北欧のソフトだ、アメリカのソフトだが蔓延している。こういう分野は、むしろ

こういう研究所で開発されたのをやっていけばいいかなというような、そんなことを思いま

す。 

 それからもう一つは、前の会議でも申し上げたんですが、土木研究所とか港湾技術研究所

と競争的関係にしたほうがいいのじゃないか。最初は少し意識的にやったほうがいい。例え

ば道路局の仕事をわざと港湾局と土木研究所と開発土研とやってみて、成果次第では来年か

らそっちにウェートを移すとか、そういうことをやってもいいのじゃないかなと私自身は思

っています。今のところまだそういう仕組みになっていませんので。それは、そう大変とい

うか、嫌なことではないだろうと思います。それぞれ特色が出てきて、かえっていいんだろ

う。 

 それが競争についてとか収益についてのコメント。 

 たまたま私、事前に事務局に伺ったときに、この項目についてほかの研究所と対比した数

字を欲しいとお願いしました。見ますと、大変いい成績であることが、こういう表を見ると

よくわかります、いろいろな項目について。例えば競争的資金を何件とっているか。これは

多分、人員の数で割ってみたり、予算で割ってみたりしたら、非常によくこの研究所が活躍

しているだろうと思います。 

 よその研究所の評価をここでやるというのは、ルール上どうなのかわかりませんが、少な

くともこういう場にはこういう数字は、内部資料としてでもお出しになったらいいのじゃな

いか。それも競争的関係の一つですし、ここにマルをつけるのに、全部マルでいいかなとか、

実は思うんですが、こういうのを見ると、ほかに比べると圧倒的にいいなと判断できるのじ

ゃないか。 

【分科会長】  それから、目標数値に比べて件数等が非常に多くなっていますね。目標が

１２なのに成績のほうが２０になっているとか、これは、これまでの実績で目標値をつくっ

たわけですが、特に営業をやって入ってきたとか何とかという特別な努力で増えたんだよと

いうようなものはないんでしょうかね。どれもこれも目標値をかなり、あるものは２倍以上

になって増えているというのがありますよね。 
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 けさ、飛行機の中で日経新聞を読んだのだけれども、大学の企業で、一番問題は、いわゆ

る営業関係がないことだと。大学から出てきた企業、教授が社長になっています。もちろん

非常にいい研究だけれども、成果を上げるのに非常に時間がかかる。それから、これからの

問題点としては、普通の企業や研究所だったら外部に対して営業活動をやるけれども、大学

ではそれをあまりしない。これから大いに問題になるだろうというようなことが出ていまし

た。ところで、今、先生からのお話しにあったように、ある仕事を港湾技術研究所、土木研

究所、開発土木研究所にそれぞれ出してみて、その出来具合を比較して、来年はこうすると

いうようなウェート選択が出てくることもあり得ますよね。このあたりは、特に先生、どう

ですか。 

【委員】  実は特許のところに絡んで、前のとき、先生から、国として特許を積極的に採

用するという方向性がない以上、特許を出すのは、何のために出すのかというようなことが

言われましたけれども、私もそれはそう思うんですけれども。 

 それからもう一つは、実際に私自身、特許を出してみようと思って、一回やってみたら、

あまりの面倒くささに、こんなことばかりやってられないやという感じがするんですね。そ

れで、本気でこれをやるんだとしたら、研究所の中にきちっとしたシステムというか、一人

ぐらい、ほんとうの仕事があるけれども、それにもきちんと事務的な対応をとれる人の体制

をつくらないと、研究者にこれをやらせたら大変だなという感じがしていますね。多分やっ

ておられると思うので……。 

【高木研究監理官】  ええ、担当者を設定しまして。ただ、もちろん材料の出所は研究室

にありますので、それを踏まえて手続等は企画室のほうで行っているという状況ですね。 

【委員】  それからもう一つ、独立行政法人になる前から、少なくとも水系を、私は論文

等をよく読ませていただいているんですけれども、そのころの研究所の、土木研究所なんか

と比べていい点は、非常にいい解説書をよく出されていた。マニュアルというところまでじ

ゃないんですね。研究成果を非常にわかりやすく解説したようなものを、河川系の研究室が

出されていて、あれは土木研究所にない、非常にわかりやすい、あるいは学生なんかひょい

と渡しても、すぐテキストになるようなものをよく出されていた。研究論文をどのぐらい出

したとか、月報・年報をどのぐらい出したという以外にも、非常にわかりやすい解説的な本

をこれぐらい出したんだというのも、技術の普及という意味でこの研究所のいい点、長所だ

ったので、次回以降、そういうものも入れられたら評価が高いんじゃないかと思いますね。 

【高木研究監理官】  とりわけ月報の中に、論文だけじゃなくて、今言われた解説という
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部分のページもございまして、そこも何編か、毎月そういう趣旨のものを載せたりという工

夫は一応やっているつもりです。 

【委員】  一冊になっていると、ちゃんと残して読み続けようという気がするんですけど

ね。そういうのがあるといいと。 

【分科会長】  そうですね。 

【委員】  それからもう一つなんですけれども、地方公共団体等の要請に基づく技術者等

の受け入れのところなんですけれども、当該年度における取り組みというので１３名受け入

れたと書かれていて、非常に積極的にやっておられるなと思うんですけれども、少なくとも

河川系から見ていますと、国の技術者と地方自治体の技術者の間のギャップと交流のなさを

日ごろ非常に感じていまして、今後とも、北海道であれば道とか市町村の技術者の方との何

らかの交流、それが依頼研修員というところまで相手先に余裕がない可能性があるのででき

ないんでしょうけれども、その部分は講習会、自治体の方への講習会とか、ターゲットを絞

った講習会等もやらないと、自治体の技術者との間のギャップが非常に大きいなと感じてい

ます。これは国と地域の研究所としてぜひ今後ともお願いしたい。 

【分科会長】  そうですね。そういうようなことをやると、確かに地方のレベルは非常に

上がりますね。 

 例えば私どもの評価委員会でこのような新しい意見が出て、ひとつまた新年度には、そう

いう新提案も進められることになっていくんでしょう、おそらく。この項目は、国土交通省

のほうでこういう項目で評価したらどうかということでここに出されているものですよね。 

【高木研究監理官】  中期目標、中期計画という、その計画に基づいた評価項目というこ

とになりますね。 

【分科会長】  そうですね。わかりました。ここはいかがでございましょう。 

【委員】  研究論文の発表数は、数字の上から言っても大変立派で、目標を大幅に上回る

数字になっていますが、査読付きの論文が７３という件数は、以前に比べてどうなのでしょ

うか。研究論文を増やしていくという目標のなかに、ぜひ査読付きの論文の発表数を上げる

努力もしていただきたいと思います。 

【分科会長】  そうですね。査読付きが重要ですね。これは特にありますでしょう、高木

さん。 

【高木研究監理官】  １２年度、査読付きは４３件でしたので、１３年度は相当増えたと

いうことになりますが、論文トータルとして、正直言って、おそらくほかの研究機関に比べ
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ると極めて多いと思います。それはなぜかというと、例えばこの中には北海道開発技術研究

発表会とかそういうものもありますが、いわゆる技術を現場に反映させるという趣旨から、

学会だけではなく、身近なそういうところにも一生懸命そういうものを提供するというよう

な結果が、そういう状況になっています。ですから、それは当方のミッションからすれば必

要不可欠であると考えておりますが、ただ、全国的視野では査読付き云々というのがやはり

評価されますので、引き続き多くするように努力していきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

というようなことでご意見をいただいてきておりますが、先生、どうでしょう。 

【委員】  結構だと思います。 

【分科会長】  結構ですか。 

【委員】  はい。現地で、そういうのが生かされている風景を拝見してきましたから、大

変結構だと……。 

【分科会長】  どうもありがとうございました。 

 実際に現地でつぶさにごらんになって、皆さん、おっしゃるとおりだろうということでご

ざいます。 

 といたしますと、ここもまた着実に進められているということでよろしゅうございますか。 

 それでは、(3)の１)、地方公共団体等から、講習会等、次、学会等、月報・年報・パンフ

レットの作成、それから研究論文、特許出願数、知的所有権、寒地土木技術センターとして、

月報に掲載された報文のホームページの登録、技術相談窓口の開設、試験・研究成果の月報・

ホームページ等、研究所一般公開の開催、については順調というようなことでご評価いただ

いたことにさせていただきます。 

 というようなことで、(3)はただいまのような評価にさせていただきますが、欠席委員か

らのお手紙がございますので、それをご披露した後に、また改めて皆さんからご意見をちょ

うだいいたします。 

 それでは、次に進めさせていただきます。 

 (4)試験研究費等の受託、これについてご説明ください。 

【高木研究監理官】  それでは３項目ほどございますが、北海道開発局等からの受託業務

の獲得ということで、計画額としては２４億円ほど見込んでおりましたが、実施は３０億円

ということで、そのニーズにこたえるような形で対応したということでございます。さらに、

局以外からも水産庁、帯広市、天塩町、北電、そういうものの要請に応じております。 
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 ２４ページ目、競争的資金の獲得ということでございます。 

 科学技術振興調整費及び環境省の競争的資金について明記しております。結果的には科学

技術振興調整費はゼロ査定ということでございましたが、これは科技庁が文科省に組み入れ

たこと、あるいは科学技術会議等の全体の動きの中で、このような従来の制度の枠組みが大

幅に変更になったということで、科振費の適用は、私どもを含めて国交省ではほとんどゼロ

という状況になりました。したがいまして、そういう状況を踏まえて、さまざま、他の競争

的資金の獲得に努めまして、合計５件獲得したということでございます。 

 １２年度は、科振費５件の環境省１件の６件でしたので、言ってみれば科振費を除きます

と、環境省の１件が５件に増加したということも言えるかと思います。 

 さらに２５ページ目、技術相談への対応、これは再掲になりますが、１０２件の対応をし

ております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 そういたしますと、これも、いかがでございましょう。よろしければ、一応、着実という

ことでお願いいたします。 

 それでは、次、お願いします。 

【高木研究監理官】  それでは、５番目の災害時の支援以降、残りは再掲の部分が多いの

で、さっと全体の項目を追いかけたいと思います。 

 ２６ページ目、災害時の支援。これは迅速的確に対応するということを明記しております

が、１３年度は、そのニーズに応じまして１２件対応いたしました。自己評価委員会の評価

委員からは、大変に望ましい評価をされました。 

 ２７ページ目、予算、収支計画及び資金計画ということでございますが、これについては

３％の縮減に向けてということでございますが、さまざまなシステムを構築したということ

で、これは再掲でございます。 

 ２８ページ目、短期借入金、実績はありません。 

 ２９ページ目、財産譲渡等、これも該当はありません。 

 ３０ページ目、剰余金の使途も該当ありません。 

 ３１ページ目、施設・整備に関する計画でございます。 

 これは財務諸表等で説明させていただきましたが、中期計画の変更に基づきまして環境・

資源循環研究施設、２億６,０００万円が新たに加わりましたが、年度計画上は、そのうち
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の１億１,６００万円を無利子借入金としております。そういう形で調達しました。 

 ３２ページ目、人事に関する計画、これにつきましては計画的に人事交流を推進するとい

うことでございまして、１３年度、４７名の人事交流、独法発足ということもございまして、

大幅な人事交流を実施した。ただ、これは、正直申し上げまして多ければいいものではない

ということでございまして、今後、計画的に行っていきたいと思います。 

 ３３ページ目、これは再掲でございます。 

 ３４ページ目、新規採用の件でございますが、研究職の任期付採用１名を行うと明記しま

したが、予定どおり行いました。１４年度、参考までにさらに２名ということで、現時点で

延べ３名ということで、独法になりまして、初めてこういうシステムに基づく採用を行った

ところです。 

 ３５ページ目、研究能力の高い研究者の育成ということにつきましては、所内の語学研修、

それから若手研究発表会で訓練をするということを通じまして、若手研究者の人材育成に努

めているところでございます。 

 さらに３６ページ目、国が行う研修等への職員の参加ということで、これも国土交通省等

が実施した研修に３０名の職員を参加させ、人材育成に努めたところでございます。目標値

は２５名程度ということでございました。 

 ３７ページ目、これは人事ですが、期初の常勤職員数１７８名ということで、予定どおり

の人数で発足しております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それではまた、あとわずかでございますが、次に進めさせていただきますが、まず、この

表の１ページの下段、防災業務計画策定、これは自己評価委員会でも大変よくやったという

評価をちょうだいしているということでございます。では、これも着実でよろしゅうござい

ますでしょうか。 

 そのほかただいまご説明いただきました項目につきまして、ご質問あるいはご意見等、自

由にご発言ちょうだいいたしますが、いかがでございましたしょうか。 

【委員】  ３１ページの無利子借入金の件ですが、これは年度計画では、下表の試験・研

究施設の設備の拡充・更新を行うと。今回資金は調達したんだけれども、まだ購入はしてい

ないということですかね。 

【高木研究監理官】  １３年度時点で、年度末の補正でつきましたので。 
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【委員】  これは近々使うということ……。 

【高木研究監理官】  はい、そうです。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 そのほか、いかがでございましたでしょう。 

【委員】  ３４ページの任期付研究員１名採用ということなんですけれども、今、この研

究員の枠は外国人でも構わないんですか。 

【高木研究監理官】  この制度上からいうと別段構いませんが。 

【委員】  今、日本の大学に非常に多くの留学生が来ていますけれども、大学で博士号を

取った後、それ以上、もう少し研究したい、あるいは日本のことを勉強したいという人は大

勢いますけれども、別に来年から急にというわけじゃないんですけれども、時々、外国人の

方も視野に入れられたらどうでしょうかという……。今もおられるかもしれませんし、わか

りませんけど。 

【高木研究監理官】  １３年度の１名は外国人です。 

【委員】  要するに、これからアジアとかそういうところの非常に有力な方になる人が多

いですよね。人脈づくりというんですか、そういうことにも必要かなと思って、ぜひ今後と

もそういう……。特に東アジアでしょうね。お願いしたいですね。 

【委員】  人事に関するところもいいですか。 

【分科会長】  ええ。 

【委員】  ４７名の人事交流を行ったというんですが、１７０名のうちの４７名といった

ら、４分の１ぐらいの方が来たということになるかと思うんですけれども、交流があったと

いうことなんですが、先ほど内容から見ると、かなり質の高いことをやる、これからますま

す厳しくなっていくといいましょうか、５年間でかなり増えますから、次の５年間、もっと

厳しくなってくる。それを土台にしてはじきますと、中期目標の終わった次の目標のときに

は、より厳しくなるような条件があると思うんですね、今回あまり頑張り過ぎると。 

【分科会長】  そうですね。レベルが上がりますからね。 

【委員】  そういうことを考えますと、多分これ、行政の方が多いと思うんですけれども、

あまり多過ぎると、途中で息断えてしまうんじゃないかなという気がするんですね。一人前

になるのは結構時間はかかりますし、それから、開土研の欠点ではないでしょうけれども、

将来的には学友もどんどん増やすということを考えますと、短期間にころころかわると、き

ちんとした研究は育たないんじゃないかということで、そのあたりは行政の人事の都合もあ
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るでしょうけれども、独立行政法人化したということは、基本的にはそこに土台をきちんと

置いて、最小限ぐらいの感じで人事を回していくようなことをしないと、あまり多くなって

くると、常に新人、新人で、次の５年後の目標を立てるときにはえらく苦労するというか、

今までを超えなさいよということになりますから、そのあたり、ちょっと危惧するんですけ

どね。 

【高木研究監理官】  そういうことも含めて、計画的に検討していきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

【委員】  もう一つ。東京のほうにある、土木センターという組織がありますよね。 

【高木研究監理官】  土木研究センター。 

【委員】  土木研究センター、あれは、国総研や独法研等との関係がありますよね。つま

り、仕事の役割分担がありますよね。それに対して、こちらの開土研のほうのあれに相当す

るものはあるんですか。 

【高木研究監理官】  基本的にございません。 

【委員】  ないですよね。だから、例えば普及啓蒙活動であるというようなことまでもこ

ちらの研究所にかなり要求されているわけですね。つまり、あちらだと、かなりの部分を、

そっちのセンターの役目でしょうという部分までもこちらが持っていますよね。だから、そ

れが効率的にいいことなのか、面倒くさいことなのか、その辺はどうなんですか。 

 つまり、研究というと、本気に研究になったら、啓蒙だ何だ、そんなことは言っている暇

はないです、はっきり言って。でも、それじゃ困るので、まあ、国の金が入るわけですから

やらざるを得ない、積極的にやろうとなったら、それ相当のセンター的なものが必要なのか、

あるいは、今までどおりの方向でやっていかざるを得ないのか、その辺の事情はどうなんで

しょうか。 

【高木研究監理官】  必要によりアウトソーシングとか、そういうものは検討していかな

きゃいけないと思っていますが、今のところは徐々に、研究支援部門を発足時点で多少充実

させましたので、したがって、そこをベースにそういう情報発信に努めるというのが独法発

足時点での特徴になっている。ただ、今言われた土木研究センター云々などは、例えば研究

の補助としての試験器材の云々というのは、実質、研究センターの職員がやっているみたい

な、そういうことがあるので、したがって、そういうような支援のアウトソーシング化みた

いなのは、物が大きくて、あるいはそれだけの資金も要るということで、実態的にはなかな

か無理かなと。ですから、独法という組織の中で動かしていくというのが当面の動き方かと
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思いますね。 

【委員】  何もかも全部やらなきゃいけないから、気の毒だなという気もするんですね。 

【斉藤理事長】  ただ、開土研の歴史からいうと、さっきも先生のご発言にちょっとあり

ましたけれども、うちの研究所は、純粋に研究だけをしているところではないんですね。人

事交流が多いというのも、開発局に入った技術職員を、ほんとうの現場の技術を教え込むと

いう研修機関的な性格もあるわけですよ。ですから、うちに来た者を、２０年も３０年も全

員研究にいるわけでなくて、５年ぐらい実地の技術を習得したら現場に出して、そっちで使

ってもらおう。そういうことがあるものですから、交流の人も多いんですよ。 

 今後、技術センターみたいだとか、あるいは交流を極力少なくして、ほんとうの研究所に

していくかどうかというのは、世の中の動きを見て、変えていくんだったらそっちのほうへ

行くし、今のところ開発局は、特段、独法になったからといって大きく行政のシステムが変

わっているわけではないものですから、世の中を見ながら、方向転換するのであればするし、

今のところ方向転換する必要もあまりないような気がしているんですがね。まあ、世の中の

動き次第だと思っているんですけどね。 

【委員】  今の議論に関連すると思いますが、３２ページの下に記述してある表現が少々

わかりにくい。つまり、「研究実績のある業務経験者の適正範囲を考慮する」という意味は、

ただいま、理事長がおっしゃったことと関連するのでしょうか。 

【分科会長】  ちょっと難解な文章ですね。これは開発局との人事交流ですか。 

【高木研究監理官】  したがって、例えば研究所を経験し、行政に行き、また、行政のそ

ういう問題意識を踏まえて研究所に戻して研究をさせるとか、いろいろなパターンがあるん

ですが、ちょっと表現はわかりづらいかもしれませんね。 

【委員】 そのような人事交流をとおして全体的に質的向上をはかると、こういうことなん

ですね。 

【高木研究監理官】  それから、母体となる研究者集団といいますか、そういう部分の中

核は必要ですので、１３年度以降も研究の中堅層の育成というようなことを意識しながら、

したがって、そういう層の人材を少し強化していきたいという方向で人間の配置を考えてい

る。実は、非常に独法のいいところは、国の機関のときには、それぞれの処遇の等級号俸で

人数を全部決められていたんです。今度は、人件費の中で理事長が裁量を発揮できますので、

どうしてもこの人間を置きたいとか、どうだという場合にはできる。ただ、その分、もし人

件費がかさめば、どこかで調整しなきゃならないということは生じますけれども、そういう



 43

意味での人事はやりやすい環境になってきたかなと。 

【分科会長】  なるほど。この「大学等との開かれた人事交流」、「外部資金等による研

究員の確保」、「大学等」という「等」は、例えば開発局というのは入らないんですか。 

 例えば各１名で、山梨大学と科学技術振興事業団、各１名ですから合計２名。その次、先

ほど話題にもなりました任期付研究員が１名というの、実数が挙がっていますね。 

【高木研究監理官】  先ほど申し上げましたように、任期付きを採用するということは、

これは内部の問題になりますが、定員管理上は通常の定員を割くということになる。ですか

ら追加で採用することにならないんですよ、人件費上。ですから、そういう調整が必要だと

いうことですが、任期付研究員を採用するということは、そういうジャンルの研究のノウハ

ウを持っている方が非常に重要だという意識で考えておりますので、したがって、１３年度

１名、１４年度２名、そして１５年度に向けても今検討しているということで、独法の研究

室のどういう研究ジャンルに必要かということを見取って、徐々に充実させていきたい。 

【委員】  これまでは、国家Ⅰ種試験合格者で、開発局なり建設省に入った方を研究所に

持ってきていましたよね、ほとんどが。今後とも、主要メンバーというんですか、研究所の

主要スタッフはそういう方向でやりなさいというか、やる方向にあるんですか。 

【高木研究監理官】  実際には国のⅠ種採用者枠はどんどん減っていますので、したがっ

て行政及び、とりわけ研究部門にそういう人間を計画的に割くのは極めて難しい状況になっ

てきつつあると受け止めています。したがって、ベースは、今までの流れを踏まえてⅠ種職、

私どもの研究所はⅡ種が極めて多いんですが、Ⅰ種をとらえた場合にも、それなりに行政と

のそういう交流とか、行政ニーズを踏まえることが必要ですので、それを基軸にしつつ、ど

うしてもそれでなかなか充てられないという場合に、任期付きであったり、場合によっては、

わかりませんけれども、今後はストレートに研究所が採用すると。今はちょっと様子見だと

いうことですね。 

【委員】  わかりました。 

【委員】  将来的には研究所のプロパーができるということですか。 

【高木研究監理官】  それはあり得ます。例えば土研は、次年度１名採用予定と聞いてい

ます。 

【委員】  そんなオーダーなんですか。 

【高木研究監理官】  それは、なぜかというと、先ほど先生からご質問があったように、

基本的に全体で採用した者のうち、行政に配置したり、研究所に配置したりと。でも、研究
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所に配置されて、理事のように研究職一辺倒という方もおられますので。 

【能登理事】  まれなケースです。極めてまれなケース。 

【斉藤理事長】  ただ、その議論は、制度全体をどうするかというもっと大きな話の方向

いかんによるんですよね。従来のⅠ種、Ⅱ種という制度はやめちゃって、実力主義にすると

いえば、私は非常にやりやすいんですけれども。 

【委員】  外部資金等を活用して雇用する、いわゆるプロジェクト教授みたいのを中期計

画で考えておられるのかなと思うんですが、そちらに向けては、今年度はまだ書いてないと

ころを見ると、そこまでは行っていないということですね。外部資金を導入されて受け入れ

たというわけじゃないですね。 

【高木研究監理官】  外部資金で云々というのは、例えば科学技術振興事業団の特別研究

員は、そこの資金で来ておりますので、私ども独法の資金で人件費を出しているわけじゃな

い。だから、その方はプラスアルファになるという。 

【委員】  これは持参金を持ってきたんですか、今の話ですけど。そういうわけじゃない

ですね。あくまでも派遣ですよね。 

【高木研究監理官】  そうです。事業団からどこどこの研究所へという、はい。 

【委員】  わかりました。その辺、外部資金で自分たちが自由になる資金を使って、人を

一定の期間採用するのは非常に難しいんでしょうか。 

【分科会長】  研究所のですね。 

【委員】  ええ、研究所のほうで。 

【委員】  やっていません？ プロジェクトの期間中、雇うということ。大学なんかはや

っていますけど。 

【委員】  やっていますね。 

【高木研究監理官】  現時点ではやっていないです。 

【委員】  ああ、そうですか。私、そんなすぐじゃなくて、中期計画ではぜひ……。こう

いうふうに書かれていると、その辺がいるかいないかというのが問題になってくるのかなと

思いますので、その辺のところをぜひ進めるようにお願いしたいと思います。 

【分科会長】  そうですね。ずっとご意見を伺ってまいりました。１つは、だんだんに実

績が、この年度のように上がりますと、また次の年度には、目標が上がり、またその次の年

度には一層目標が上がることになって、やがては息切れしてしまうものもあります。それか

ら、今話題になっている大学と開かれた人事交流、外部との人事交流は、相手のほうがお金
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を持ってくるんですね、研究所に。あるいは研究所で、仕事をさせてほしいと要請されてい

るのですよね。こちらから来てくれと言っているものではないですよね。 

【高木研究監理官】  それぞれの制度がございまして、例えば研修員制度は相手方の資金

で来る。それから、交流研究員の一般的なものは、うちのほうが招聘の場合は旅費をお支払

いして来ていただく。派遣の場合は、当然うちの職員ですから、うちの人件費で、うちの旅

費で出す。それから、先ほど話があったように、ある場合には、どこかの事業団のように、

事業団で採用した研究者をどこどこの研究所で受け入れてもらえるかどうかということの

もとに対応する、そういういろいろな形があります。 

【分科会長】  なるほど。今、私の申し上げたいのは、どんどん目標値が上がっていくよ

うなものと、こういうような新しい野心的なプロジェクトがあり、それに対して、それに適

切な方を外部から招いて、このプロジェクトの研究員になってもらうという具合なもの、こ

のプロジェクトについては、積極的に研究所で外に知っていただかなきゃならないですね。 

 今、何を言いたいかというと、今年はそれぞれ１ないし２、実績がありまして、これから

ますますこの実績が上がっていくだろうと思いますが、このあたりはどうなんでしょうね。

言うなれば大いに外部の大学その他にもこのことを知っていただいて、「どうですか、うち

の研究所でこういうことをやれば、あなたのためになりますよ」というようなことを言うも

のか、あるいは、向こうから気がついて来てくだされば、それはウエルカムか、このあたり

はどういう方向なんでしょうね。 

【高木研究監理官】  全体的には、今ずっと触れてきたいろいろな規程・制度のもとにあ

る個人が行き来したり、それから、研究項目で連携を図ったりということを行ってきていま

すが、全体の流れから見ると、共同研究というのが実に多くなってきているんです。ですか

ら、それが非常に特徴になってきているという意味で、そのこと自体が、いわゆる研究者の

交流・連携になっている。ですから、そういった意味で個別にある方に来てくださいという

システムのまな板に乗せなくも、事実上はそういう関係がとれているというのが非常に大き

な特徴になっているなというふうに思っています。 

【分科会長】  なるほど。そうすると、これからますますそれが大きくなっていきますね、

おそらく。 

【高木研究監理官】  そうですね。ニーズは非常に高いので、実務の立場としては、逆に

ある程度制限しないと、オーバーフローだと思うくらいの感じになっていまして、ですから

件数が多ければいいものじゃないということで、当然、職員の労力・体力・時間の限界があ
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りますので、したがって、的確な研究が遂行できるような状況は何かということを今後とも

見きわめつつ行っていくというのがポイントかと思っていますね。 

【分科会長】  はい、わかりました。 

【委員】  独立行政法人になっても、将来的にずっと職員の方は、今までのような国の採

用の方が来られるんですか。あるいは、そこに入所して、プロパーとして上がっていくよう

に、だんだんシフトしていくんでしょうか。理事長は、今、将来の路線を迷っているか、そ

の場で、なるようにとおっしゃっていましたけれども、採用の仕方によって性格が違います

よね。 

【分科会長】  そうですね。 

【斉藤理事長】  ですから、独立行政法人になる前は、国の研究機関だったものですから

北海道開発局の採用だったんですね。それが独立行政法人になって、移行時点で居る者は全

員開発局から出向。今後、独立行政法人として新しい人、要するに独立行政法人の職員とし

て採用することは可能なんです。可能なんですけれども、人事というのは、一遍に１８０人

採用するわけにいかなくて、時間はかかるんですけれども、研究プロパーとしての独立行政

法人の職員をだんだん増やしていきたいなとは思っています。 

【委員】  日本の研究所を見ますと、一たん入っちゃうと、大体そこに……。ここは違い

ます。ここは行政と行ったり来たりしますから違いますけれども、ほかのところは、入っち

ゃうと、ずっと。これがほんとうに日本全体としていいことかどうか。例えばアメリカなん

かだと、ほとんどの人が、言ってみれば任期付きなんですね。大学の先生も、テニアを取る

までは、テニアというか、つまり永久就職ですよという資格を取るまでは任期付きですしね。

アメリカなんか見ていると、それが研究のインセンティブをつくり出しているというところ

がありますね。ただ、日本人にそれがなじむかどうかというと、またそういう問題でもない

んで、だから、そういうものも取り入れつつ、人事の活性化をどう維持し続けるか。 

 我々だって、ここへ永久に入っちゃったとなると、何やったって食っていけますから、ボ

ーッとしようと思えばできますよね。 

【分科会長】  でも、近ごろは外部評価が行われております。 

【委員】  だから、その辺のさじかげんみたいなところが、ここの人事交流というところ

の非常に難しいところでしょうね。 

【分科会長】  そうですね。というわけで、今回、初年度なものですから、まだご説明を

聞いたほうがいいところもございますが、これはいかがでございましたでしょうか。いずれ
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も着実な実施状況に向かっているということでどうでございましょうか。 

【委員】  賛成です。 

【分科会長】  本来ならもっと議論いただくべきところでございますが、よろしゅうござ

いますか。 

 いかがでございましたでしょう。よろしゅうございますか。 

 それでは、資源循環施設の整備費として云々。それから、人事に関する計画、北海道開発

局等との計画的な人事交流。大学等との開かれた人事交流、任期付研究者を含めた新規採用、

研究能力の高い研究者の養成、国が行う研修等への職員の参加、人事に関する指標、１３年

度、１７８、ただいまご評価いただきました結果は、いずれの評価項目も着実ということに

なります。 

欠席委員よりご意見をちょうだいしております。 

 ちょっとここで読ませていただきます。お二方のご意見をまとめてあります。 

 まず全体に対するご意見ですが、共同研究に産としての連携が多いことなどアピールする

点があるのであれば、積極的に報告書に記載するなど、国民に知ってもらえる工夫が必要で

ある。 

 数値で記述できる項目については、前年度との比較が評価の一つの指標となるが、中期計

画期間全体で評価する視点に立ったとき、それだけが評価の手がかりとなるものではないこ

とに注意が必要である。 

 次、国民に対する提供するサービス、その他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置といたしまして、技術の指導及び研究成果の普及、これに対しまして学会

等における研究成果の紹介、これは、事象について北海道開発局長賞はあえて報告書に載せ

ないほうがよいのではないか。 

 研究論文の発表及び掲載、論文の本数よりも、その論文が他の論文に引用されている数で

の評価のほうが本質的な評価となる。 

 次、自主改善努力について。 

 自主改善努力については、各評価項目について再掲を避けるべきである。また、自己評価

委員会での点検や独法運営上の諸制度の検討、運用等については、当然のこととして記述す

る必要がないのではないか。 

 以上、欠席委員よりご意見をちょうだいしております。いずれも、もっともなご意見でも

ありますし、これはまた大いに私ども考えるべきことかと思います。きょう最終的な成果に
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なります評価につきましては、影響が直接出てきませんので、ご披露するということでよろ

しゅうございますでしょうか。 

 確かにいずれももっともなご意見で、これまた来年度も続くわけでございますが、そのよ

うなことでよろしくお願いいたします。 

 そのようなことで、ただいま業務に対する実績評価をしていただきました。結論といたし

ますと、いずれの評価項目についても着実な実施状況にある評価をちょうだいしたというこ

とになります。全体にわたりましてご質問、ご意見、あるいは今後考えるべきこと等ご意見

ございませんでしょうか。 

 ただいままでのところは、また後でご意見があればいただくとして、先に進めさせていた

だきます。 

【関口企画調整官】  それでは、今のお話から個別業務評価のほうを説明させていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

【高木研究監理官】  それでは、個別業務評価に関する事項でございますが、これについ

ては、どういう体制で行ったかが問われるということでございますし、それから、この事柄

にかかわる評価表、判断の観点が３つほど示されておりました。 

 １項目めが、主要業務が目的試行的に企画・立案・実施されているかどうかについて、自

己評価において十分な説明がなされているかという観点でございました。したがいまして、

この自己評価につきましては研究評価が主体ということで、添付させていただきました資料

の５０ページ以降に、各研究課題ごとの自己評価結果、表になっている部分、それを示して

おります。このフォーマットを見ていただきますと、企画・立案に関する事項、実施に関す

る事項、そして総合評価という形で区分しておりますが、こういう観点で自己評価委員会で

評価していただいたというシステムを組み込んでおります。 

 さらに２項目めは、国民への説明責任を果たす上で、自己評価結果がわかりやすいものに

なっているかということにつきましては、自己評価結果を各研究課題の分科会ごとにまとめ

まして、どういう評価結果を得たか、そして、先ほどの評価結果の一覧表を公表する予定で

す。 

 ３番目に、適切な自己評価体制や実施方法が確立されているかということにつきましては、

前回もご説明しましたが、この自己評価体制の説明として、４０ページ、４１ページでしょ

うか、こういう体制で、内部委員だけではなく外部の有識者を入れて分科会ごとに区分して、

この課題ごとの具体の評価を行った、そういう体制をとったということで、行ってきたとい



 49

うことでございます。 

 一応、全体としては以上でございます。 

【分科会長】  自己評価委員会について今ご説明いただきました。 

 さて、これについては特にいかがでございましょう。ご意見いただくこと、いかがでござ

いましょうか。各分科会でやっております。 

【委員】  ４３ページの環境水工分科会で非常にいいことを書かれていて、特に2)は非常

にいいことが書かれていて、要するに山の上のほうから、川から海に至るまで、連携すると

大きな成果につながるとの指摘がそれぞれなされたということが書いてあって、非常にいい

指摘だなと、４３ページの２）ですけれどね。 

 例えば河川法をじっくり読みましても、要するに大臣管理区間のことに関する基本的なこ

とがメーンと読めるんですね。そうすると、水産なんかに入っちゃうと、河川系の人はそれ

に手を出していいの、悪いのとわからない。そんなことは河川法に書いていないから、事業

展開として、していいのか悪いのかわからないというのがありますよね。だけど、研究レベ

ルではどんどんやらないと、もうどうしようもない時代に来ている。そういう意味では非常

にいい指摘がされていると私は感じています。 

【分科会長】  なるほど。 

 自己評価結果を見ますと、かなり厳しいところもあり、それから、いずれもいい点数をつ

けているところもありますが、何か、特に分科会で特色ありますか。 

【高木研究監理官】  初年度ということもございまして、どちらかというと研究の進め方

といいますか、視点とか、そういう議論が各分科会、多かったということでございますが、

実態的にこういう評価を通じて、今のご指摘にもありましたが、示唆に富むディスカッショ

ンができているということで、それを踏まえて研究活動を引き続き遂行していくという姿勢、

それに反映させたいと思っております。 

【分科会長】  そうですね。大変いいご意見が出ているし、おそらくもっと時間をかけて、

ご発言もいただいておりますので、これは一般の研究員の方々にも全部公開しているのです

か。 

【高木研究監理官】  これは外向けに、一般国民に公開するという位置づけで考えており

ますので。 

【分科会長】  ここに出ているこの結果、これはある程度まとめていますよね。 

【高木研究監理官】  はい。自己評価委員会ではどういう結果だったということは公表す



 50

ることにしておりますので。 

【分科会長】  そうですね。これはまとめていますから、そう書いていますね。実際に現

場で研究をやってくださっている方々は、さらに、ここはこういう意見が出たかという細か

い意見等があれば、さらにまた考えようかということにもなる、そういうような、何といい

ますか、これをまとめるバックデータというか、そういったようなもの、言うなれば委員会、

で出てくる議事録、こんな調子のものをどこかで見ることはできるんですか。 

【高木研究監理官】  それは当然まとめておりまして、したがって、それは研究部長を通

じて研究室に関係の部分は全部……。 

【分科会長】  配られる。なるほど、なるほど。 

【委員】  これはホームページにそっくり載っているんですか。 

【高木研究監理官】  はい、これは速やかに載せるつもりです。 

【委員】  これから載せる予定なのですか。その場合、委員名簿から、評価の文面、採点

表のすべてですか。 

【高木研究監理官】  はい、そうです。ちょっとやりすぎでしょうか。 

【委員】  いえ、そうは思いませんが…。 

【高木研究監理官】  この具体の表は、公表するべきかどうか実は迷っているんですが、

公表すべきと思っています。 

【分科会長】  例えばこれは長谷川委員のご発言ですよということがわかるものですか、

それとも名前を伏せてまとめるとか、あるいはまた……。 

【高木研究監理官】  一般に公表するレベルは、このレベルということで。 

【分科会長】  いや、一般の研究員の方々等がさらに見たいといえば……。 

【高木研究監理官】  実際には分科会に各研究室が対応しておりますので、その場で全部

直接やりとりしていると。ですから、そういう意味で直接理解しておりますし、それから、

まとめたものは、先ほど言ったように個別の意見書、それからもう一つは、その当日に、短

い時間でということで意見を付せなかったという部分については、向こう１週間、２週間か

けて意見を寄せてもらっているんです。したがって、それも含めて最後のまとめにしており

ますので、そういうものも全部研究室にきちっと、各研究室、研究者に伝わるようなことに

はしております。 

【分科会長】  なるほど。わかりました。 

 というようなことで、自己評価委員会のこれは、専門家が集まっているだけありまして、
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なかなか参考になるいい意見が出ております。本分科会としましては、このようなことでよ

ろしいとお認めするということでよろしゅうございますでしょうか。自己評価委員会のこれ

らのことですが。 

 特にご意見がないようでございますので、自己評価委員会につきましても、これで本分科

会としましてはお認めしたということにさせていただきます。ありがとうございました。 

 先生、自己評価委員会のこの成果等について、これで本分科会としてはお認めしたという

ことで、今、ご意見をいただいておりましたが、よろしゅうございますか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 その他、いかがでございましたでしょうか。 

それでは自己改善努力についてお願いします。 

【高木研究監理官】  それでは、自主改善努力の項目でございますが、一応、ここで用意

させてもらいましたものは、独法の立場といたしましては、独法初年度、いわゆるその趣旨

にのっとる形で組織運営をするという段取り、それをいろいろな角度で創意工夫をして行っ

たという自己アピールの意味でも、再掲を含む形で記載させていただいた。その結果、ご欠

席の委員などからは、再掲は、わざわざ触れる必要はないのじゃないかというご指摘があり

ましたが、そういう意味ではごもっともだと思いますが、いずれにしましても独法初年度で、

とりわけ従来になかった項目として、どういう事柄を行ったかということをこのページでま

とめさせていただいたということでございます。 

 個別の説明は避けさせていただきますが、とりわけ全般的に共同研究、あるいは国際交流、

そして行政との連携における研究活動の例として、ニセコ・羊蹄・洞爺・ｅ街道実験、それ

からスマート札幌ゆき情報実験というトピックを挙げさせていただいていますが、こういう

ような話題はマスコミにも相当取り上げられておりまして、したがって、研究所の研究活動

が広く国民に話題を提供するトピックとして挙げられる案件かなということで、記させてい

ただいたということでございます。 

 そういった意味で、全般的に独法になりまして、独法の活動を内外ともに知っていただく

といいますか、そういう意味での情報発信に努力をしてきたというつもりでございます。そ

のあたりがトピックかというふうに……。 

【分科会長】  なるほど。自主改善努力、それからトピックス等、今ご説明いただきまし

た。これについてご質問等いかがでございましたでしょう。 

 再掲というか、重ねて掲げたことも、私はいいと思うんです。それぞれアピールすること
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でもありますので、そのほうがむしろいいんじゃないかと。 

【高木研究監理官】  ありがとうございます。 

【委員】  よろしいでしょうか。 

【分科会長】  はい、どうぞ。お願いします。 

【委員】  ここは個人の意見で。自主改善努力、人によってスタンスは違うのじゃないか。

この改善内容等を見ていまして、私なんかは、これだけでは自主改善努力とは言えないのじ

ゃないか。少なくとも当該活動が意欲的かつ前向きで、すぐれた実践事例として認められる

場合に該当するかというと、もちろんこの中にすぐれた実践事例に近いものはあると思いま

すけれども、例えば最後の研究所内の光熱機器の経費節減のため、こんなのがすぐれた実践

などといったら、ほかの法人からクレームが来るのじゃないか。 

 総じて非常に前向きに進んでいることは事実だと思いますけれども、これだけではベスト

プラクティスというところまではいかないのじゃないか。少なくともプラスアルファするか

どうかという点ですよね。少なくとも私のスケールでいうと、プラスアルファまでいかない

というのが率直な感想です。 

【高木研究監理官】  その意味では、どちらかといいますと、これ全体がどうのこうのと

いうよりは、こういうアピール事項があることを踏まえて、この中で１つでも２つでもそう

いうふうに評価していただけるものがあれば、独法としてはいいなと、そういうことで書か

せて頂いております。 

【委員】  ただ、所内見学者が何名とか、ほかに書くことがあったら、こんなのは書かな

くていいというふうに言われそうですよね。少なくとも全体を見て、私のスケールでは、そ

こまでは達していないと思っております。ただ、判断は分科会長にまたお任せしたいと思い

ます。 

【分科会長】  なるほど、なるほど。 

 これは、この括弧の中にあるように、職員の皆さんに、いま一度これは極めて重大なんだ

よということをご理解いただくために、ここに特に書いているんですね。 

【高木研究監理官】  独法としての初年度の方向性を位置づける、そういう制度設計や工

夫をどういう切り口で行ってきたかをまとめたということです。 

【分科会長】  冷暖房の効率的集中管理とか、ここですね。先生がおっしゃったここのと

ころを……。 

【委員】  ほかにも、講堂を開放したとか、それはいいことだと思います、いいことだと
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思うんですけれども、ベストプラクティスというほどのことでもないのじゃないかなという

のが。これは人によってかなり違うと思います。私はそういうスタンスで物を見ているとい

うことです。厳しい見方かもしれません。 

【分科会長】  いやいや。いろいろなご意見をいただいたほうがいいわけで。 

 このあたりは、特にほかにご意見ございましょうか。まあ、いいんじゃないのというか、

それとも、ここはどこだってやっている当然のことじゃないのということもあると思います

が。 

 今回これをつくるに当たりまして、初めてのことなものですから、いろいろとにかく出し

てみたということですが、これは年々改善されていくと思うんです。そういうようなことで、

先生がおっしゃることはそのとおりだなと、これは当然のことだなと思いますが、今年は出

したということで、特別ベストプラクティスとして挙げるのは何となく恥ずかしい気もしま

すけれども、先生、いいですか。 

【委員】  それはもう……。 

【分科会長】  今年ばかりじゃなくて、来年、再来年もあるわけですから、だんだん改善

されてよくなっていくでしょう。他の独立行政法人にも手本になるようなものにつくってい

きたいと思います。そうすると、これはこれでいいということにさせていただきます。あり

がとうございました。 

 さて、これでようやく終わりになりました。そのほか、いかがでございましょう。特に事

務局としてご意見を伺うことありますか。 

【関口企画調整官】  分科会長、総合的な評定を結論としてお願いしたいと思っているの

でございますが。 

個別業務評価については、良好ということでしたですね。総合的な評価は、そうすると、す

べていいということですから、３点ということでよろしいのでございましょうか。 

【分科会長】  そういうことになりますね。 

【関口企画調整官】  ありがとうございます。 

【分科会長】  というようなことで、今日ご評価いただきましたご意見、それぞれ凹凸は

ありますものの、総合いたしますと３ということになります。評価をやってみますと、少し

甘いかなという気もしないわけでもありませんが、まあ、これから頑張ると考えまして、今

回は総合的な評点につきましては３点ということでお認めいただくことにいたします。いい

ですか。 
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 それでは、ありがとうございました。 

【分科会長】  きょうは、残された仕事の大量さばかりを見ていて、時間が気になりまし

て、まことに申しわけありません。 

 ということで、今、私から事務局のほうにお返しいたします。 

 それでは、これからの予定等、よろしくお願いします。 

【企画課長】  きょうは予定時間を大幅に超えての熱心なご審議をいただきまして、まこ

とにありがとうございました。 

 最後に、今後の日程についてお知らせしたいと思います。 

 本日のご審議結果につきましては、事務局で整理した上で、委員の皆様方にご確認をいた

だきまして、国土交通省独立行政法人評価委員会の委員長に報告することになっております。

その後、財務諸表の大臣承認とか、業務実績の評価結果の通知の手続があります。また、本

日の分科会の審議内容等につきましても、ご出席の委員の皆様にご確認をいただきまして、

議事要旨及び議事録を作成の上、議事の公開についての方針に基づきまして、本日の審議内

容を委員長へ報告した後に公表することとさせていただきたいと存じます。 

 それでは、以上をもちまして、第４回国土交通省独立行政法人評価委員会北海道開発土木

研究所分科会を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 

     

 


